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3 章 日本における使用済み小形電池の廃棄実態調査 

 
3.1 概要 

 2 章で行った国内外の小形電池の回収・リサイクル制度比較で得た知見を踏まえた上で、3 章では表 3.1-1
に示した調査の結果から、小形電池の廃棄実態について考察を行った。 

 
表 3.1-1 3 章で行った調査とその概要一覧 

該当する節 調査 概要 
3 章 2 節 自治体収集分類調査 各自治体の小形電池の収集分類について全国 806 自

治体のウェブサイトを調査した。 
3 章 3 節 消費者アンケート（小形電

池の捨て方について） 
収集分類が異なる 11 都市の消費者にアンケート調査

を行い、小形電池をどのように捨てているかを調査し

た。 
3 章 4 節 使用済み小形電池 

サンプル調査 
京都市の筒型一次電池を対象とした拠点回収施設に

おける 1 ヶ月の電池をサンプルとして、年式、サイズ、

重量などの基礎情報を整理した。 
3 章 5 節 小型家電製品廃棄に伴う電

池取り外し実態調査 
京都市が行っている小型家電製品回収モデル事業に

おいて回収された小型家電製品をサンプルに、製品か

らの電池の取り外し実態を調査した。 
3 章 6 節 消費者アンケート（小形電

池及び内蔵小型家電の家庭

内保有や廃棄について） 

収集分類が異なる 11 都市の消費者にアンケート調査

を行い、小形電池及び小形電池内蔵小型家電の家庭内

保有や廃棄について調査した。 
 
3.2 自治体による使用済み小形電池収集分類調査 

3.2.1 調査の目的と方法 

「各自治体は使用済み小形電池の捨て方に関して、消費者にどのような指導をしているか」を把握するこ

とを目的に、全国の自治体のうち 783 の市と東京 23 区を合わせた計 806 の自治体のウェブサイトから、

電池の捨て方に関する記述を整理した。調査対象とした電池は筒型一次電池（乾電池）、ボタン電池、小形

二次電池であり、自動車用・バイク・自転車用及び産業用途の電池は含まれていない。また、小型家電製

品（デジカメ等や時計など）についても、捨てる際に電池の取り外しに関する指導がされているかを調べ

た。調査した 806 の自治体は全自治体数（1,727）の 47％に相当する。町や村は考慮できていないが、806

自治体の人口は計 114,506,752 人で、全人口の 88%に相当しているため日本全国の収集分類として一般性

があるものとして扱った。なお、調査日は 2010 年 8 月 7 日~8 月 11 日であり、その時点での情報を整理

した結果となる。 

 
3.2.2 調査結果 

 筒型一次電池の収集区分について、自治体数別及び人口数別の結果を図 3.2-1 に示した。凡例に枠線が

有るものが他のごみと電池を分けるように指導している場合であり、枠線のないものが他のごみと一緒に

収集している場合である。また、拠点回収については、公共施設を含むかどうかで区分した。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
図 3.2-1 筒型一次電池の収集分類（左：自治体数別 右：人口数別） 



38 
 

自治体数別では全体の 75%を占める 605 自治体が、筒型一次電池を他のごみと分けるように指導してい

ることがわかった。そのうち拠点回収を行っている自治体は 141 あり、残りの 466 自治体では、資源物、

有害・危険ごみ、乾電池及び特殊ごみとして自治体自らが分別回収を行っていた。また拠点回収の形式を

みると、公共施設を含む場合が一般的で、販売店・回収協力店のみでの回収は 1%と少ないことがわかる。

人口数別でみても自治体数別での結果とほぼ同じ傾向がみられた。 

残る 25%の自治体では筒型一次電池を他のごみと一緒の区分で収集しており、特に不燃・埋立ごみとし

ての収集が多い（全自治体数の 17％）ことがわかった。また可燃ごみとして電池を収集している自治体が

7 自治体あり、表 3.2-1 にその一覧と所有する焼却施設の方式を示した。 

 
表 3.2-1 可燃ごみとして筒型一次電池を収集している自治体と焼却設備の一覧 

都道府県 市名 人口 施設名 焼却設備 焼却灰処理 飛灰処理 出典 

岩手県 大船渡市 41,760 釜石市清掃工場 
釜石市の施設

で処理 
溶融処理 薬剤処理 文献 61 

岩手県 釜石市 41,532 釜石市清掃工場 
ガス化溶融・改

質 
溶融処理 薬剤処理 文献 62 

秋田県 湯沢市 53,458 
貝沢ごみ処理施

設 
焼却（ストーカ

ー炉） 
薬剤処理 

セメント固化、薬

剤処理、その他 
文献 62 

大阪府 茨木市 269,431 
環境衛生センタ

ー第 1、第 2 工場

ガス化溶融・改

質 
 無し  薬剤処理  文献 62 

兵庫県 尼崎市 461,738 
第 1 工場、 
第 2 工場 

焼却（ストーカ

ー炉） 
薬剤処理,溶融

処理 
薬剤処理 文献 62 

和歌山県 和歌山市 382,234 
青岸エネルギー 
センター 

焼却（ストーカ

ー炉） 
薬剤処理 薬剤処理 文献 62 

福岡県 北九州市 983,450 
北九州市新門司

工場 
ガス化溶融・改

質 
溶融処理 薬剤処理 文献 62 

 
表 3.2-1 は、環境省の一般廃棄物処理実態調査 H20 年度調査結果 62)に基づき作成した。溶融処理による

飛灰の安定化を行っているのは 5 自治体（大船渡市、釜石市、茨城市、尼崎市、北九州市）で、湯沢市及

び和歌山市ではストーカー炉による一般的な焼却を行っていた。 

次にボタン電池の収集区分について、自治体数別及び人口数別の結果を図 3.2-2 に示した。まず自治体

数別の結果をみると、販売店・回収協力店での拠点回収を指導している場合が多く、全体の 41%（333 自

治体）であった。これは小形一次電池の調査結果の逆であり、メーカーによる自主回収ルートがあるかど

うかが大きく影響していると考えられた。また、人口数別でみた場合には、全体の 62%が販売店・回収協

力店での回収となっており、自治体数でみたときよりも割合が大きい。これは、人口の多い都市ほど電池

を販売している店が多く、自治体も販売店での回収を促す傾向にあるためであると推察された。 

資源物や危険ごみとして回収している自治体は全自治体数の 12%であり、不燃ごみ等（不燃ごみ・埋立

ごみ）として集めている自治体は 1%程度、可燃ごみとして収集している自治体は調査した 806 自治体で

は確認されなかった。 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
図 3.2-2 ボタン電池の収集分類（左：自治体数別 右：人口数別） 

 
また、ボタン電池の捨て方について情報の記載が確認できない自治体が 345 自治体（43%）あった。こ

の 345 自治体における筒型一次電池の回収分類を図 3.2-3 に示した。806 自治体を対象とした図 3.2-1 と比
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較すると、自治体数別では筒型一次電池を分別回収している割合がやや少なく、不燃ごみとして収集して

いる自治体の割合が多くなった。 

 
図 3.2-3 ボタン電池の捨て方に関する記載がなかった自治体（345 自治体）における 

筒型一次電池の収集分類（左：自治体数別 右：人口数別） 

  
次に、小形二次電池の収集区分について、自治体数別及び人口数別の結果を図 3.2-4 に示した。図 3.2-2

に示したボタン電池の場合と傾向が似ており、販売店・回収協力店での回収が前自治体数の 45%（364 自

治体）となっている。一方で、情報の記載がない自治体も 46%（369 自治体）と半数近い結果であった。

分別回収を行っている自治体は前自治体数の 6%、不燃ごみ等（不燃ごみ・埋立ごみ）として集めている自

治体は 1%で、可燃ごみとして収集している自治体は調査した 806 自治体では確認できなかった。人口数

別では販売店・回収協力店での拠点回収は 66%を占め、やはり人口の多い都市ほど販売店・回収協力店で

の拠点回収を指導する傾向にあった。 

 

 
図 3.2-4 小形二次電池の収集分類（左：自治体数別 右：人口数別） 

  
小形二次電池の捨て方を記載していない 364 自治体の筒型一次電池の回収分類を図 3.2-5 に示した。ボ

タン電池の場合と同様、図 3.2-1 と比較すると自治体数別では分別回収の割合が少なくなっており、不燃

ごみとして回収している自治体がやや多い。 
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図 3.2-5 小形二次電池の捨て方に関する記載がなかった自治体（364 自治体）における 

筒型一次電池の収集分類（左：自治体数別 右：人口数別） 

 
 さらに、各種電池を使用する小型家電製品（デジカメ等や時計など）について、捨てる際の電池の取り

外しに関する指導がされているかを調査した結果を図 3.2-6 に示した。製品からの電池の取り外しに関す

る指示があった自治体は全自治体数の 16%程度であり、81%の自治体では記載が確認できなかった。また

特定製品のみ指示がある場合もあり、例えばストーブやコンロ等に関して発火の危険性から取り外し指示

があった。リチウムイオン電池についても発火の危険性から記載している自治体がみられた。自治体数別

と人口数別で比較しても、違いはみられなかった。 

 
図 3.2-6 家電製品からの電池の取り外しに関する指導状況 

（左：自治体数別 右：人口数別） 

3.2.3 考察 

1）電池の種類により自治体が指定する収集分類は大きく異なることがわかった。まず筒型一次電池では拠

点回収及び分別回収を行う自治体が 75%を占め、ついで不燃ごみとして収集する自治体が 17%であった。

一方、メーカーによる自主回収取り組みがあるボタン電池や二次電池については、販売店及び回収協力

店での回収を指示する場合が全体の 40％ないし 45％を占め、自治体の費用で回収を行っているのは 1
割程度であることが分かった。特に人口の多い所ほど自治体は関与せず、販売店や回収協力店での回収

という形式をとっていることが分かった。 

 
2）ボタン電池や二次電池の捨て方について、約 45％の自治体ではウェブサイトでは記載が確認できなか

った。あくまでウェブサイト上で確認できるごみの捨て方に関する情報からの判断であるが、これら

の自治体において消費者が捨て方を確認できない場合、一次電池の収集分類同様の捨て方がされる可

能性が考えられる。 

 
3）また、小型家電製品からの電池の取り外しに関する調査結果から、全自治体数の 80%以上が何の情報
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の記載をしていないことがわかった。そのため、取り外しに関する情報が得られないことが消費者の小

形電池（特に小形二次電池）リサイクルへの認知度の低下につながり、製品の廃棄時に電池が取り外さ

れず一緒に廃棄されることを促す恐れがある。 

 
4）本調査の対象とした 806 自治体のなかで、筒型一次電池の分別回収を行っているのは 605 自治体であ

ったのに対し、2 章 2.2 節で示したように全国都市清掃会議による広域回収処理計画を利用しているの

は 251 自治体と大きな開きがみられた。そのため、町村も含めた日本全体では分別回収を行う自治体の

多くが広域回収処理計画を利用しない形で集めた電池の処理を行っていると考えられた。本調査は自治

体がウェブサイトで市民向けに発信している情報を整理・分類したものであるため、その性質上回収後

どのように処理・処分が行われているかは把握できていない。今後の課題として、可燃ごみ、不燃ごみ、

分別回収及び拠点回収により集められた電池が、それぞれどのように処理されているのかを複数の自治

体へのアンケート調査及びヒアリングから把握することが重要である。 

 
3.3 消費者の分別回収行動に関するアンケート調査 

3.3.1 調査の背景と目的 

3 章 2 節では各自治体が一次電池、ボタン電池、二次電池をどのように回収しているかを明らかにした。

しかし、実際に消費者が自治体の分類どおりに電池を捨てているとは限らない。例えば京都市では筒型一

次電池の拠点回収を行っているが、京都市家庭ごみ細組成調査 63)において毎年家庭ごみ 1t につき 30～40
個前後の電池の混入が報告されている。そのため、廃棄動向の把握には自治体の収集分類だけでなく、消

費者がどのように電池を捨てているかを明らかにする必要がある。 
そこで、本節では 2010 年 3 月に行った家庭系廃棄物に関するインターネットアンケート調査の一部を

用いて消費者の電池の捨て方について示すとともに、異なる回収分類を行う自治体間ではどのような違い

があるのかを比較考察した。また既存研究として、環境省請負事業として三菱総合研究所が行った平成 19

年度リサイクル制度の体系化・高度化推進検討調査報告書 64)における消費者へのアンケート（以下、環境

省アンケート）から、小形二次電池の廃棄動向調査結果についても示した。 

 
3.3.2 調査方法 

表 3.3-1 に本研究で行った調査の概要を示した。京都市を中心とした 11 政令指定都市を対象に、各電池

を捨てた経験がある人に対してその排出先に関して質問を行った。対象とした電池は、家庭用に販売され

ている「筒型の一次電池」「ボタン電池」「筒型の二次電池」の 3 種類であり、発電方式や電池サイズの違

いは考慮していない。また、製品に内蔵される形で販売または製品とともに処分される電池や、自動車な

どに使用される大型の電池、産業用の電池に関しては対象外とした。 

 
表 3.3-1 アンケート調査概要 

項目 概要

目的 家庭系廃棄物に関する購入・使用・廃棄状況を把握すること

実施期間 2010年3月23日~3月24日

方式 インターネットアンケート

回答者年代 20代・30代・40代・50代・60代から均等に

対象地域及び
サンプル数

11政令指定都市（約5,400サンプル）　京都市（約1,500サンプル）、

札幌市、仙台市、川崎市、横浜市、名古屋市、大阪市、神戸市、
広島市、北九州市、福岡市（各400サンプル）

設問数 23問（うち電池に関する設問は7問）

対象 筒型の一次電池、ボタン型の一次電池、筒型の二次電池　

設問内容 処分方法や使用・保管状況等  
 
表 3.3-2 に調査対象とした各自治体による電池の回収分類を示す。各市によって筒型の一次電池の回収

分類が異なり、京都市及び大阪市が「公共施設や商業施設等での拠点回収」、北九州市が「家庭ごみ（可燃

ごみ）」、福岡市、神戸市、名古屋市が「不燃ごみ」、その他の地域が、「資源又は有害ごみとしての分別回

収」を行っている。ボタン電池、筒型の二次電池に関しては、広島市以外は「販売店等での拠点回収」と
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なっている。 

表 3.3-2 各自治体における電池の回収分類（世帯数や回収分類は H22 年 3 月のもの） 

ボタン型の一次電池 筒型の二次電池

京都市 1,465,698 671,959 市内104カ所の公共施設

や商業施設での拠点回収
販売店等での拠点回収 販売店等での拠点回収

大阪市 2,662,608 1,307,385 市内107カ所の公共施設

や商業施設での拠点回収
販売店等での拠点回収 販売店等での拠点回収

北九州市 982,319 429,828 家庭ごみ
（可燃ごみ）

週2回家庭ごみとして市

が回収
販売店等での拠点回収 販売店等での拠点回収

福岡市 1,454,631 698,230 月2回燃えないごみとし

て市が回収
販売店等での拠点回収 販売店等での拠点回収

名古屋市 2,257,249 1,012,553 筒型一次電池は不燃ごみ
として週１回市が回収

販売店等での拠点回収 販売店等での拠点回収

神戸市 1,536,880 677,963 月2回燃えないごみとし

て市が回収
販売店等での拠点回収 販売店等での拠点回収

札幌市 1,906,129 891,658 月に1回、筒型乾電池類

として市が回収
販売店等での拠点回収 販売店等での拠点回収

仙台市 1,034,646 457,817 週１回筒型乾電池類とし
て市が回収

販売店等での拠点回収 販売店等での拠点回収

横浜市 3,671,386 1,577,469 週2回、乾電池として市

が回収
販売店等での拠点回収 販売店等での拠点回収

川崎市 1,410,734 652,214 週１回資源物として市が
回収

販売店等での拠点回収 販売店等での拠点回収

広島市 1,171,559 523,872 月に2回、有害ごみとし

て市が回収

月に2回、有害ごみと

して市が回収（販売店
での拠点回収もしてい
る）

月に2回、有害ごみとして

市が回収（販売店での拠
点回収もしている）

拠点回収

不燃ごみ

分別回収

自治体
人口

（人）
世帯数

（世帯）
回収分類

筒型の一次電池

 
 
次に既存調査として、環境省が行ったインターネットアンケート調査 64)の概要を示す。アンケート対象

者は過去 1 年以内に二次電池使用製品を手放した 20 歳以上の男女 1,000 人であり、本節では主に１）製品

からの二次電池の取り外し状況、2）取り外した二次電池の引渡し先、3）電池パックではない筒型の二次

電池の排出先、4）JBRC による小形二次電池回収の認知度、に関する調査結果を用いた。 

 
3.3.3 調査結果 

図 3.3-1 に筒型一次電池（乾電池）をどのように捨てているかについてのアンケート結果を示した。な

お、設問の都合上その都市では実際に行われていない回収方法を含んでおり、例えば京都市では不燃ごみ

という回収形態はとっていないため、京都市の回答者でこれを選んだ人は「その市では行われていない」

として集計している。これに該当する可能性のある回収分類は、「不燃ごみ」と「市での分別回収」である。

拠点回収については市のウェブサイトには記載していなくても販売店等が自主的に回収しているケースも

あるため、対象外としている。 

 

図 3.3-1 「筒型一次電池をどのように捨てるか」に関する回答結果 
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各市が指定している分類どおりに捨てると回答した人の割合は、公共施設での拠点回収を行う都市で平

均 22.9%、可燃ごみとして収集する北九州市では 47.1%、不燃ごみとして収集する都市では平均 52.3%、

分別回収を行う都市では平均 65.6%となった。拠点回収を行っている京都市や大阪市では指定通りに捨て

ると回答した人が少なく、その原因は可燃ごみに捨てる人と、その市では行われていない回収分類を回答

として選んだ人が多いことにある。特に可燃ごみに捨てる人の割合は京都市（28.4%）、大阪市（36.6%）

ともに高く、市として可燃ごみへの分別を行う北九州市に次いで多い結果となった。これに対し、不燃ご

み収集や分別回収を行う地域での平均値が 5.0%であることから、拠点回収のみを行う地域では可燃ごみへ

の電池の混入率が高くなっている可能性が示された。 

次に、図 3.3-2 にボタン電池をどのように捨てているかについてのアンケート結果を示す。指定通りの

捨て方を選んだ人の割合をみると、分別回収している広島市の結果（73.8%）に比べ、販売店等での拠点

回収を指定している 10 都市の結果は平均 25.0％とかなり低い。北九州市や京都市、大阪市では 3 割近く

の人が可燃ごみに捨てると回答しているほか、他都市でも筒型一次電池と同様の回答傾向がみられ、捨て

方が十分に認知されていないことがわかった。 
図 3.3-3 に筒型二次電池に関するアンケート結果を示した。指定通りの捨て方を選んだ人の割合をみる

と、拠点回収（販売店等）を指定する 10 都市の平均は 19.7%と広島市（71.3%）に比べて低く、ボタン電

池同様捨て方が認識されていないことがわかる。また、やはり筒型一次電池の結果と同様の回答傾向がみ

られることから、消費者は電池の種類により捨て方が異なる場合があるということや、メーカーによる自

主回収が行われているということを十分に認識していないと考えられる。 

 
図 3.3-2 「ボタン電池をどのように捨てるか」に関する回答結果 

 
図 3.3-3 「筒型の二次電池をどのように捨てるか」に関する回答結果 
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 次に環境省によるインターネットアンケート調査結果を示す。まず、図 3.3-4 に小形二次電池を使用す

る製品を手放した際、製品に内蔵されていた小形二次電池を取り外したかどうかに関する調査結果を示し

た。20 製品のうち取り外し率が 2 割以下である製品は携帯電話・PHS、コードレススキャナの付いたファ

クシミリ、携帯用ファクシミリ、ノートパソコン、ワープロ、ポータブル液晶テレビ、ビデオカメラ、血

圧計、電気マッサージ機の 9 製品であった。また、最も取り外し率の高い製品である充電式ラジコンカー

でも 42.3%と半分以下であった。前節の図 3.2-6 で示したように自治体の約 8 割が製品からの電池の取り

外しの指示をしていないことも含め、家電製品に内蔵される小形二次電池のほとんどが製品から外されず

に捨てられていると考えられた。 

 
図 3.3-4 家電製品からの小形二次電池の取り外し実態 64) 

 
 
図 3.3-5 には取り外された小形二次電池の排出先に関する調査結果を示した。製品により傾向が異なる

が、店頭回収や小売店での引渡しにより JBRC が回収したと考えられる割合が 3 割以下と低い。また、携

帯電話・PHS、コードレスホン、トランシーバー、PDA、電気マッサージ機の 6 製品では、使わないが家

においてある（退蔵）割合が 2 割以上を占めていた。小形二次電池の退蔵状況を考える上では上記のよう

に取り外されて保管されるケース以外に、製品そのものの退蔵に伴い使用されないまま保管されるケース

が考えられる。携帯電話をはじめとする各種小型家電製品は既存研究においても退蔵されやすい傾向にあ

るとされ 65)、退蔵される小形二次電池の回収も大きな課題といえる。 
 図 3.3-6 には筒型の二次電池を手放した経験のある人を対象に、その引渡し先を尋ねている結果を示し

た。製品から取り外された場合と異なるのが、ごみとして自治体に引き渡した（指定通り）割合が 48%と

半数近くを占めることにある。しかし小形二次電池を収集している自治体は 1 割以下であったこと（3 章 2

節）や、本研究でのアンケート調査結果（図 3.3-3）から、「指定通り」に自治体に引き渡したと回答した

人も、実際には自治体の指定を正しく認識していなかったのではないかという懸念がある。 

[ ]内は 1 年以内に手放した人の数（母数） 
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図 3.3-5 取り外された小形二次電池の排出先 64) 

 

 

図 3.3-6 筒型小型二次電池の排出先（n=216）64) 図 3.3-7 JBRC の認知度(n=1,000) 64) 
 
また、店頭にある回収 BOX と小売店への引渡しを JBRC での回収としても、全体の約 3 割の電池しか

JBRC による回収ルートへ引き渡されていないことがわかる。退蔵（使わないが家においてある）傾向に

関しては 15％となり、製品から取り外された場合同様、退蔵される電池の回収を考慮しなければならない

ことがわかる。 

最後に、JBRC の認知度に関する回答結果を図 3.3-7 に示した。JBRC による回収を知っていいた人は全

体の 14％であり、そのうち実際に店舗で利用したことある人は 5%であった。また、JBRC の存在を知ら

なくても、店頭での回収を知っていた人は全体の 31%であり、そのうち利用したことがある人は 13%であ

った。また、JBRC の存在も知らないし、そもそも店頭で小型二次電池の回収が行われていることを知ら

ないと回答した人が 55%と半数を超える結果となった。 

[ ]内は 1 年以内に手放した人のうち、電池を取り外した人の数（母数） 
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3.3.4 考察 

1）本研究で行ったアンケート調査から、異なる収集分類をもつ都市間では消費者の電池の廃棄動向に違い

がみられることが分かった。特に、筒型一次電池の拠点回収を行う自治体では、可燃ごみに電池が混入

される割合が高くなる可能性があることが示された。これは拠点施設まで電池を持っていかなければな

らない負担感に影響があると考えられ、回収分類と分別回収行動の関係については、今後詳細なアンケ

ート調査が必要である。 

 
2）ボタン電池と小形二次電池の廃棄動向は自治体の筒型一次電池の収集分類に影響をうけることがわかっ

た。今回アンケート対象とした 11 都市ではボタン電池や小形二次電池の収集分類をホームページ上で

情報公開していたが、3 章 2 節で示したように約半数近くの自治体では収集分類が確認できない状況に

ある。あくまでウェブサイト上のみであるが、消費者が情報を確認できない場合、自治体側が意図しな

い形でボタン電池や二次電池が筒型一次電池と同様に回収・処分されている恐れがある。特に不燃ごみ

や可燃ごみとして一次電池を回収している場合、メーカーによる自主的な分別回収・リサイクルルート

があるボタン電池や二次電池も筒型一次電池同様に焼却・埋立される可能性がある。 

 
3）環境省が行ったアンケート調査結果 64)から、小形二次電池を使用する多くの製品の廃棄時に、電池が

取り外されないままになっていることが分かった（本研究 3 章 6 節においても、同様の傾向が確認され

た）。JBRC19)では製品から小形二次電池を取り外して回収 BOX にいれるよう指導しているが、図 3.3-7

に示したように JBRC の認知度は 14%と低く、店頭で回収を行っているという事実を知らない人が半

数以上を占めている。また約 8 割の自治体が製品からの電池取り外しに関する指導を行っていないこと

（3 章 2 節）からも、小形電池の回収・リサイクルを考える上では、種類に限らず製品の廃棄に伴い電

池が取り外されないまま処分されるケースを十分考慮することが重要である。具体的な対策としては、

2 章 6 節でも指摘した欧州 WEEE 指令における回収した電気・電子機器からの電池取り外しの義務付

けが挙げられる。これに関連して、2013 年に施行された小型家電リサイクル法の展開において、対象

家電製品からの電池の取り外しと JBRC への引渡しを考慮した仕組みづくりの充実等が必要と考えら

れる。 
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3.4 使用済み小形電池サンプル調査 

3.4.1 概要 

3 章 2 節及び 3 章 3 節では自治体のインターネット上での情報公開の程度と、消費者へのインターネッ

トアンケート調査から、日本の使用済み小形電池の廃棄動向、特に排出先に関して整理を行った。本節及

び 3 章 5 節では、実際に消費者が手放した小形電池や小型家電製品をサンプルとして、電池からは発電方

式やサイズ、製造国や年式など使用動向にも関連する情報を、小型家電製品からは電池取り外し状況につ

いての調査結果を示す。 

 
3.4.2 調査の目的 

本節では、実際に消費者によって手放された電池をサンプルとした調査結果を示す。本調査における目

的は、捨てられていた電池の発電方式や製造国、年式等の情報を調査することで、使用動向にも関連した

小形電池の廃棄状況を明らかにすることである。また、特に筒型一次電池についてはサイズ別の構成比と

重量を把握することを目的の 1 つとした。これは数量でしか把握できない販売量（個数/年）などの統計デ

ータと、重量でしか把握できない回収量（t/年）のデータを換算するには 1 個あたりの重量単位（g/個）を

算出する必要があるためである。サイズ別構成比については統計データでは単 3 型、単 4 型、それ以外と

いう区分しか存在しないため、本調査において把握したサイズ別の構成比が日本で使用される電池のサイ

ズ別の構成比として一般性があるものとして扱った。なお、算出した 1 個あたりの重量単位は、0節での各

国回収率の推計時に用いている。 

 
3.4.3 調査方法 

京都市における筒型一次電池の回収拠点である上京リサイクルステーション（以下、上京 RS）において

2011 年 11 月の 1 ヶ月間で回収された小形電池をサンプルとした。また、比較対象として京都市小型家電

回収モデル事業の一環として現在京都市の各公共施設や協力販売店などに設置されている小型家電回収

BOX から集められた小形電池についてもサンプルとして調査した。 

調査の概要を表 3.4-1 に示した。上京 RS とは京都市上京区にある拠点回収施設であり、てんぷら油、蛍

光管、乾電池、一升びん・ビール瓶、紙パック、小型家電、刃物、古着、記憶媒体の 9 品目の資源物を回

収している。電池については乾電池（筒型の一次電池）のみを対象としており、ボタン電池や二次電池に

ついては対象外となっている。なお、11 月の利用者数は 9 品目合計で 340 人であった。 

また、京都市小型家電回収は環境省のモデル事業として 2009 年 11 月から実施され、開始当初は京都市

内 22 ヶ所に回収拠点が設置された。2010 年も引き続き事業が行われており、同年 5 月からは 50 ヶ所に

拠点を拡大し、またイベント回収も行って市民から広く小型家電回収を行っている。京都市小型家電回収

モデル事業 67)の回収対象には電池は含まれていないが、実際には多くの一次電池や二次電池が混入されて

いる。調査時点では収集した家電から電池を取り外す等の作業は行っていないため、調査した電池は誤っ

て混入されたもの、もしくは製品に取り付けられていた電池が運搬中に外れたものである。 

 
表 3.4-1 使用済み小形電池サンプル調査概要 

調査対象 ・上京リサイクルステーションで回収された電池（2 週間分を 2 回） 
・京都市小型家電回収モデル事業において回収された電池 

調査期間 上京 RS1 回目：2010/11/3～2010/11/17  
(調査日は 2010/11/17~2010/11/18) 

上京 RS2 回目：2010/11/18～2010/11/30 
（調査日は 2010/11/30） 

京都市小型家電回収：2010 年 7～9 月の 3 カ月 
調査方法 回収された電池を 1 つずつ調べ、情報を記入した。 
調査項目 1）発電方式、2）サイズ、3）重量 

4）メーカー品か OEM 品（販売元の名前で売られるプライベート品）か 
5） 製造国、6）Hg 含有情報の有無、7）使用推奨期限 
8）異物の混入程度や、電池の状態 
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3.4.4 調査結果 

以下に 1) 発電方式、2) サイズ、3) 重量、4) メーカー品か OEM 品か、5) 製造国、6) Hg 含有情報の

有無、7)使用推奨期限 8) 異物の混入程度や、電池の状態に関する調査結果を示した。主な調査対象とし

た電池はマンガン電池及びアルカリマンガン電池である。 

 
1）発電方式 

表 3.4-2 に一次電池の形状・種類別個数を示した。小型家電回収由来の電池は 655 個、上京リサイクル

ステーション（以下上京 RS）由来の電池は、11/17 日分（3 日～16 日）で 1,133 個、11/30 日分（17 日~30

日）で 926 個であった。種類別でみるとアルカリマンガン電池の個数が最も多く、全体の 7 割程度を占め

た。 

また、表 3.4-3 及び表 3.4-4 には二次電池の形状・種類別個数を示した。京都市小型家電回収 BOX には

246 個の電池が混入されており、その大部分が携帯電話及び PHS の電池であった。そのため、発電方式と

してはリチウムイオン電池がもっとも多く、全体の 84%を占めた。なお上京 RS での筒型一次電池以外、

小形家電回収では原則全ての電池が誤って混入されたものである。 

 
表 3.4-2 一次電池の形状・種類別個数 

 
表 3.4-3 二次電池の形状・種類別個数 (小型

家電回収由来） 

11/17日分 11/30日分

マンガン電池 110 289 182
アルカリ電池 449 768 705
オキシライド電池 3 55 8
不明 49 6 0
アルカリボタン電池 19 10 4
酸化銀ボタン電池 0 0 1

コイン型 リチウム電池 25 4 5
カメラ用 リチウム電池 0 2 21

655 1,134 926合計

形状 種類
小型家

電
上京RS

筒型

ボタン型

種類 形状・用途

薄角型 4
電話機用 5
不明 1
掃除機用 1
ビデオカメラ用 8
タミヤ玩具 3
CDプレーヤー 1
単3型 6
薄角型 2
電話機用 2
PC 1
不明 1
掃除機用 1
携帯 107
PHS 84
PC 6
ビデオカメラ用 2
携帯充電用充電池 1
デジカメ 4
ゲーム機用 2
ビデオカメラ用 3
不明 1

個数 (個）

ニカド
電池

23

ニッケル
水素電池

13

合計 246

リチウム
イオン電池

206

記載なし 4

表 3.4-4 二次電池の形状・種類別個数（上京 RS 由

来） 

11/17日分 11/30日分
ニカド電池 単3型 4 0

薄角型 1 0
電話機用 0 2

リチウムイオン電池 携帯 0 1
5 3

上京RS
形状・用途種類

ニッケル水素電池

合計

 
2）サイズ 

図 3.4-1 にマンガン電池のサイズ別の割合を、表 3.4-5 にサイズ別の個数を示した。上京 RS の 11/17 日

分調査では単 1 マンガン電池が合計 128 個あったが、メーカー・製造国・使用推奨期限（月-年）が全て一

致するものが 64 個あり、これを特異的な排出分として除外している。サイズの傾向は概ね一致しており、

単 3 電池＞単 1 電池＞単 2 電池＞単 4 電池の順番で数が多かった。 
また、図 3.4-2 及び表 3.4-6 にはアルカリマンガン電池のサイズ別割合及びサイズ別個数を示した。上京

RS の 11/30 日分調査では単 1 アルカリ電池の個数が少なく単 4 電池の個数が多い結果となった。全体的に

は単 3 及び単 4 サイズが全体の 8 割以上を占めた。 
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なお、ボタン型のアルカリマンガン電池については LR44 型（直径 11.6mm、高さ 5.4mm）、コイン型

のリチウム電池については CR2032 型（直径 20mm、高さ 3.2mm）のみが混入されていた。 

 
表 3.4-5 

マンガン電池のサイズ別個数 

11/17日分 11/30日分

単1 33 64 43
単2 20 32 30
単3 40 107 76
単4 17 20 28
単5 0 2 4
角型 0 0 1

サイズ
小型家電

回収
上京RS

 
図 3.4-1 マンガン電池のサイズ別割合 

表 3.4-6 
アルカリマンガン電池のサイズ別個数 

11/17日分 11/30日分

単1 30 83 25
単2 24 54 42
単3 279 451 376
単4 110 179 261
単5 0 0 1
角型 6 1 0

サイズ
小型家電

回収
上京RS

図 3.4-2 アルカリマンガン電池のサイズ別割合 
 
3）重量 

アルカリマンガン電池とマンガン電池について、小型家電回収 BOX 由来の電池と 11 月 17 日の上京 RS
由来の電池について 1 個あたりの重量を調査した。また両調査におけるサイズ別の構成比を用いて 1 個あ

たりの重量単位を推定した結果もまとめて、表 3.4-7 に示した。マンガン電池の重量単位（g/個）は 47g/
個、アルカリマンガン乾電池は 33g/個と推定され、アルカリマンガン電池のほうが小さい値となった。同

サイズ同士を比較すればアルカリマンガン電池の重量が大きいが、前述のサイズ別割合ではマンガン電池

は単 1～単 2 サイズの割合が高いため、サイズ別の数量を考慮した原単位ではマンガン電池のほうが重く

なった。また、混入されていたアルカリボタン電池（LR44）の重量は約 2.0g、コイン型リチウム電池

（CR2032）の重量は約 1.0g であった。 

表 3.4-7 アルカリマンガン電池、マンガン電池のサイズ別重量（g/個） 

種類 サイズ 
小型家電 

回収 
上京 RS 構成比を元にした

加重平均値 11 月 17 日 

マンガン電池 

単 1 101.5 101.5 

46.6 
単 2 50.2 49.6 
単 3 18.0 18.8 
単 4 9.0 8.8 

アルカリ電池 

単 1 137.8 136.2 

33.0 
単 2 67.6 67.2 
単 3 23.4 23.5 
単 4 11.4 11.2 

 

4）メーカー品か OEM 品か 

アルカリマンガン電池とマンガン電池について、販売元や製造元について調査した。電池メーカーが製

造・販売している電池を「メーカー品」とし、スーパーや 100 円均一ショップなどプライベートブランド
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の電池（メーカーが委託製造して販売元名で販売される電池）を「OEM 品」として分類した。なお、状態

が悪く確認製造者が確認できない電池を除いている。 
マンガン電池のメーカー品と OEM 品の割合を図 3.4-3 に、個数を表 3.4-8 に示した。3 つの調査でほぼ

同一の傾向を示し、全体の約 8 割がメーカー品、2 割が OEM 品であった。メーカー品のうち、半分が国

内製造、残りの半分が中国やインドネシア製であった。OEM 品では国内製造分は少なく、ほとんどが海外

製造分であった。 
アルカリマンガン電池のメーカー品と OEM 品の割合を図 3.4-4 に、個数を表 3.4-9 に示した。マンガン

電池同様、3つの調査はほぼ同一の傾向を示した。全体の約 7割がメーカー品、3割がOEM品であった。

メーカー品の内 8 割が国内製造、残りの 2 割が中国やインドネシア製であった。逆に OEM 品では国内製

造分が 2 割程度、8 割が海外製造分であった。 

表 3.4-8 マンガン電池の 
メーカー/OEM 品の個数 

11/17日分 11/30日分

メーカー品（国内） 48 93 69
メーカー品（中国） 15 32 34
メーカー品（インドネシア） 27 49 7
メーカー品（その他） 7 7 8
OEM品（国内） 3 3 0
OEM品（中国） 7 16 0
OEM品（インドネシア） 1 8 6
OEM品（その他） 1 6 5

形態
小型家電
回収

上京RS

図 3.4-3 マンガン電池のメーカー/OEM 品の割合 
表 3.4-9 アルカリマンガン電池の 

メーカー/OEM 品の個数 

11/17日分 11/30日分

メーカー品（国内） 234 459 350
メーカー品（中国） 57 19 8
メーカー品（インドネシア） 13 10 48
メーカー品（その他） 26 87 46
OEM品（国内） 32 56 31
OEM品（中国） 45 58 41
OEM品（インドネシア） 26 54 23
OEM品（その他） 12 131 3

種類
小型家電
回収

上京RS

 

図 3.4-4 アルカリマンガン電池の 
メーカー/OEM 品の割合 

 
5）製造国 

製造国を調査した電池はマンガン電池とアルカリマンガン電池の 2 種類である。電池の状態が悪く、製

造国が確認できない電池は不明としている。マンガン電池の製造国別の割合を図 3.4-5 に、個数を表 3.4-10
に示した。ただし、図 3.4-5 では製造国がわからなかった電池は除いている。国内で製造された電池は 5

割程度であり、残りは中国製もしくはインドネシア製の電池であった。その他とした製造国は、シンガポ

ール、アメリカ、マレーシア、インド、韓国、タイである。 
表 3.4-10 マンガン電池の製造国別個数 

11/17日分 11/30日分

日本 51 165 71
中国 23 52 37
インドネシア 28 57 30
その他 1 8 9
不明 7 7 35
合計 110 289 182

生産国
小型家電

回収
上京RS

図 3.4-5 マンガン電池の製造国別割合 
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 アルカリマンガン電池の製造国別割合を図 3.4-6 に、製造国別個数を表 3.4-11 に示した。マンガン電池

の場合同様、製造国は日本、中国、インドネシアの順に多いが、日本製の割合が 60%以上となっている。

その他とした製造国はマンガン電池同様、シンガポール、アメリカ、マレーシア、インド、韓国、タイで

あった。なお、マンガン電池及びアルカリマンガン電池の両方で 11/30 日分調査結果における「不明」が

多いのは、ビニールの袋に入った 100 数個の電池のいくつかが液漏れを起こしており、詳細情報の読取が

困難な状態にあったためである。液漏れの状況については後述する。 
表 3.4-11 アルカリマンガン電池の 

製造国別個数 

11/17日分 11/30日分

日本 267 525 381
中国 104 93 54
インドネシア 39 64 71
その他 22 71 47
不明 17 15 152
合計 449 768 705

生産国
小型家電

回収
上京RS

 

図 3.4-6 アルカリマンガン電池の製造国別割合 
 
6）水銀含有情報の有無 

水銀含有情報の有無を調査したのは、マンガン電池及びアルカリマンガン電池である。なお、状態が悪

く情報が読み取れない電池は判別不能とした。表 3.4-12 にマンガン電池の Hg 含有情報を、表 3.4-13 にア

ルカリマンガン電池の Hg 含有情報を示した。両種類ともに 9 割以上の電池で「水銀非含有」あるいは「水

銀 0」の表示がされていた。 

 
表 3.4-12 マンガン電池の Hg 含有情報 表 3.4-13 アルカリマンガン電池の Hg 含有情報 

11/17日分 11/30日分

非含有 109 282 166
記載なし 0 7 5
判別不能 1 0 11
合計 110 289 182

個数 (個 ) 小型家電
回収

上京RS
11/17日分 11/30日分

非含有 440 734 510
記載なし 5 34 45
判別不能 4 0 150
合計 449 768 705

個数 (個 ) 小型家電
回収

上京RS

 
7）使用推奨期限 

アルカリマンガン電池及びマンガン電池には、製造年から特定の年数で設定された使用推奨期限（月/年）

の記載が JIS で定められており、その「期限」とは、「その期間内に使用を開始すれば電池は正常に作動し、

JIS に規定する持続時間等の性能を満足する期間」となっている 68)。ただし、その年数の設定は JIS では

定められておらず、各電池メーカーで取り決めることになっている。シェアの大きいパナソニック及び日

立 maxell により設定されていた使用推奨期限を表 3.4-14 に示した。 
電池に記載のある使用推奨期限と表 3.4-14 に示した設定年数から、電池の製造年を式 3.4-1 で、製造か

ら廃棄されるまでの年数を式 3.4-2 で推定できる。 

 
  製造年＝（使用推奨期限）－（種類・サイズ別設定年数）・・・式 3.4-1 
  製造から廃棄されるまでの年数＝（廃棄された年）―（製造年）・・・式 3.4-2                

式 3.4-2 を用いてマンガン電池及びアルカリマンガン電池の製造から廃棄されるまでの年数を推計し、

製造から t 年目における電池の廃棄率を式 3.4-3 で定義した。 

  製造から t 年目の電池廃棄率（%） 
＝（t 年目までに廃棄された電池の数）/（全電池数）・・・式 3.4-3 
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表 3.4-14 電池メーカーによる使用推奨期限の設定値 

マンガン電池 （単 1、単 2） 製造から 3 年 
マンガン電池 （単 3、単 4） 製造から 2 年 
アルカリマンガン電池（単 1、単 2、単 3、単 4） 製造から 5 年 
（例外）アルカリマンガン電池（パナソニック EVOLTA） 製造から 10 年 

 
式 3.4-3 を用いて推定したマンガン電池のサイズ別の廃棄率を図 3.4-7～10 に示した。横軸に製造から廃

棄された年までの年数、縦軸にその年数で廃棄された電池の累積割合を示している。単 3 マンガン電池で

は 3 つの調査から推定した廃棄率はほぼ等しくなり、単 1、単 2、単 4 マンガン電池については値にずれが

みられた。特に単 2 マンガン電池については、上京 RS での 11/17 日調査とそれ以外の値が大きな値の開

きがみられた。この違いの差については、サイズ別のサンプル数の差や、サンプルの取り方として同一排

出者により同時期に購入された電池が一斉に廃棄されている可能性が高いことが大きく影響していると考

えられ、単 3 電池と同数程度（各サイズで 100 本程度）で均等にサンプルをとれば値の差は小さくなると

考えられる。 
 

図 3.4-7 単 1 マンガン電池の廃棄率 図 3.4-8 単 2 マンガン電池の廃棄率 

図 3.4-9 単 3 マンガン電池の廃棄率 図 3.4-10 単 4 マンガン電池の廃棄率 
  
アルカリマンガン電池のサイズ別の廃棄率を図 3.4-11～14 に示した。単 2、単 3、単 4 型では 3 つの調

査から推定した廃棄率はほぼ同じ傾向を示した。また、単 1 型については上京 RS での 11/30 日分につい

て比較的新しい電池が少なくなっているが、サンプル数が 25 本と少なかったことが大きく影響していると

考えられる。 
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図 3.4-11 単 1 アルカリマンガン電池の廃棄率 図 3.4-12 単 2 アルカリマンガン電池の廃棄率 

図 3.4-13 単 3 アルカリマンガン電池の廃棄率 図 3.4-14 単 4 アルカリマンガン電池の廃棄率 
 
 製造から廃棄されるまでの年数を「使用年数」とすれば、マンガン電池及びアルカリマンガン電池の平

均使用年数は表 3.4-15 に示した値となった。サンプル数での加重平均値でみると、アルカリマンガン電池

ではサイズが小さくなる順に平均使用年数が短くなっており、マンガン電池では単 4＞単 1＞単 3＞単 2 の

順に短くなった。また、3 回の調査での値を総合した平均使用年数はマンガン電池で 6.0 年、アルカリマン

ガン電池で 5.1 年と推定された。 

 
表 3.4-15 マンガン電池及びアルカリマンガン電池のサイズ別平均使用年数 

サイズ 
マンガン電池 アルカリマンガン電池 

小型家電 上京

RS11/17 
上京

RS11/30 
加重 
平均値 

小型家電 上京 RS11/17 上京 RS11/30 
加重 
平均値 

単 1 3.6 年 8.1 年 6.2 年 6.2 年 6.3 年 7.4 年 10.8 年 7.6 年

単 2 2.2 年 10.3 年 2.8 年 4.6 年 6.2 年 6.5 年 5.4 年 6.1 年

単 3 5.4 年 4.8 年 6.0 年 5.3 年 4.3 年 5.1 年 3.9 年 4.5 年

単 4 4.8 年 5.1 年 8.5 年 6.4 年 4.6 年 3.9 年 4.2 年 4.2 年

 
8）異物の混入程度や、電池の状態 

 電池以外の異物としては、プリンターのインクカートリッジやオセロの駒、ビールふたやヘアピンなど

がみられた。また、上京 RS11/30 調査時には、図 3.4-16 に示すように液漏れをおこし詳細な情報を確認す

ることが困難な電池が合計 160 本あった。この液漏れを起こしていた電池については 1 つのビニール袋に

入れられていたものであり、同一の排出者によるものと考えられる。 
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図 3.4-15 電池以外の異物 

 

図 3.4-16 液漏れを起こしていた電池 

 
3.4.5 結果のまとめと考察 

1）主な調査対象であったマンガン電池とアルカリマンガン電池について、発電方式とサイズ及び重量の

調査結果から 1 個あたりの重量単位（g/個）を推定することができた。また、製造国の調査によりマ

ンガン電池の約半数、アルカリマンガン電池の約 3 割が海外産であり、中国とインドネシアが大部

分を占めていることがわかった。また、100 円均一やスーパー等のプライベートブランドの電池の使

用傾向についても、マンガン電池で 2 割、アルカリマンガン電池で 3～4 割程度であることがわかっ

た。水銀含有表示については 9 割以上の電池で実施されていることが分かった。 

 
2）上京 RS との比較対象として、京都市小型家電回収事業において設置された回収 BOX から、合計 901

個の電池が計測された。他の回収モデル事業を行っている地域でも同様に電池の混入がみられている

66)ことから、消費者が回収できないものとして正しく認識してできていない実態が明らかになった。 

 
3.5 使用済み小型家電製品における電池の取り外し実態調査 

3.5.1 調査の概要と目的 

本節では京都市小型家電回収モデル事業により回収された家電製品をサンプルとして、電池が取り外さ

れないまま手放された製品がどれだけあるかを調査した結果を示す。3.2 節では取り外し実態について環境

省のアンケート調査結果（図 3.3-4）を示したが、本調査では実際に消費者により手放された製品を対象に

実態把握を行った。ただし、サンプルの性質上消費者は「手放した家電製品はリサイクルされるもの」と

認識していると考えられる。そのため、小型家電製品の捨て方としてより一般的に考えられる不燃ごみを

対象に同様の調査を行った場合とは性質が異なる可能性がある。これを踏まえた上で、本調査は 1 つの事

例における取り外し実態調査結果であると位置づけ、特に小形二次電池については環境省の行った消費者

アンケートとの比較考察を主な目的とした。また、一部製品については 2006 年に宮島ら 69)が行ったニカ

ド電池に関するアンケート調査結果も参考値として示した。 

 
3.5.2 調査方法 

調査したサンプルは 2010 年 10 月~2011 年 12 月の 3 ヶ月間に京都市小型家電回収モデル事業において

各拠点施設やイベント回収により集められた家電製品である。モデル事業における回収対象 15 品目は、携

帯電話・PHS、ポータブル液晶テレビ、デジタルカメラ、ビデオカメラ、電子手帳、電子辞書、電卓、携

帯音楽プレーヤー、携帯 DVD プレーヤー、携帯ラジオ、家庭用ゲーム機、USB メモリー、IC レコーダ、

外付けハードディスクドライブ、家庭用ゲームソフト（ディスク型を除く）である。しかし、実際にはシ
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ェーバーや時計、電池といった対象以外の製品も多く混入されていた。 

本調査では、回収された家電製品の中から一次電池や二次電池を使用する製品を選び、それぞれ電池が

入ったままになっているものと、入っていない（取り外されている）ものの数を計測した。本調査で対象

とした製品一覧を表 3.5-1 に示した。ただし、1）収集した家電製品の運搬時に電池が外れていた場合、正

しく集計できていない可能性があること、2）ドライバー等の器具を使用しなければ電池の有無を確認でき

ないものについては、中身を確認できていないこと、の 2 点が留意点として挙げられる。なお、表 3.5-1
は、調査において確認された製品の使用電池から区分したものであり、一般的な区分とは異なる。 

 
表 3.5-1 調査対象製品と使用している電池の分類 

（太字が京都市回収対象 15 品目、下線は環境省アンケート調査と比較を行う製品） 
使用される電池の種類 製品 
主に小形一次電池を使用 ポータブル液晶テレビ、電子手帳、電子辞書、ポータブルラ

ジオ、置き時計、リモコン 
主に小形二次電池を使用 携帯電話・PHS、ビデオカメラ、ノートパソコン、ポータ

ブル DVD プレーヤー、 
コードレステレホン（子機） 

小形一次電池、小形二次電池の両方を使用 デジタルカメラ、音楽プレーヤー、 
小型ゲーム機、シェーバー、 

 
3.5.3 調査結果 

主に小形一次電池を使用する製品についての調査結果を図 3.5-1 に示した。なお、ポータブル液晶テレ

ビに関しては、調査したうちの 13 台が一次電池を使用するものであり、6 台はコンセントを使用するもの

であり除外した。二次電池を使用するポータブル液晶テレビは今回の調査では廃棄されていなかった。ま

た電子手帳に関しては、PDA と呼ばれる二次電池を使用するもの 6 台に関しては除外している。 

製品中に電池が入っている割合が高いのは置き時計（43%）であり、1 台については電池の容量も残っ

ており正常に動作していた。次に、ポータブル液晶テレビ及びリモコンについて、電池が残ったままにな

っているものが 3 割程度確認された。ポータブル液晶テレビに関しては、図 3.3-4 に示した環境省アンケ

ート調査による小形二次電池での結果（86%）に比べてかなり低いことがわかる。 

 

図 3.5-1 主に小形一次電池を使用する製品の電池取り外し実態 

 
 次に、主に小形二次電池を使用する製品についての調査結果を図 3.5-2 に示した。本調査の取り外し実

態調査結果と、図 3.3-4 に示した環境省が行った消費者アンケートの結果の一部を再掲した。まず携帯電

話・PHS について、本調査及び環境省アンケート調査において小形二次電池が中に入ったまま捨てられる

場合が 8 割以上と高い傾向にあることがわかった。ただし本調査では、運搬時に電池が外れてしまった場

合や、イベント回収において携帯電話に穴を開けて使用不可にするために電池を外す作業が行われている

場合が考えられる。そのため、本調査における結果は、実際の取り外し率よりも高い値になっていると予

[ ]内は調査した製品の数 
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想される。ビデオカメラについては本調査では製品の中に入ったままの電池は 45％、一方環境省アンケー

トでは 81%と大きなずれが見られた。ノートパソコンは回収対象 15 品目に入っていないためサンプル数

が 6 台と少なく、またいずれも電池は取り外されていなかった。コードレステレホン（子機）からの電池

取り外しについては本調査で 9 割、環境書アンケートで 7 割という結果となった。また宮島らが行ったコ

ードレステレホンからのニカド電池取り外しに関するアンケート調査 69)では、取り外したかどうかを覚え

ている人の約 75%が取り外すことを考えず、取り外さなかったと回答している。 
また、小形一次電池の取り外し結果と比較すると、小形二次電池のほうが製品の中に入ったままの（取

り外されていない）電池の割合が大きい。小形一次電池は規格が統一されているが、小形二次電池では製

品用に設計されたものが多く、製品が使用済みとなった後に他の製品で使用することができない。そのた

め、電池も含めて「製品の一部」であるとみなして、使用済みとなった際は一緒に手放す傾向にあると推

察された。 

 続いて、小形一次電池及び小形二次電池の両方を使用する製品についての結果を示す。まず、デジタル

カメラについて一次電池及び二次電池の電池取り外し実態を図 3.5-3 に示し、さらに小形二次電池のみの

結果を図 3.5-4 に示した。デジタルカメラのうち、小形一次電池を使用する製品は 41 台（43%）、小形二

次電池を使用する製品は 53 台（57%）であった。電池種類別の取り外し実態では、やはり小形一次電池に

比べて小形二次電池のほうが取り外されていなかった。また、小形二次電池のみの結果について本調査と

環境省アンケート調査を比較すると、どちらも約 8 割の製品で電池が取り外されないまま廃棄されている

ことがわかった。 
図 3.5-5 に音楽プレーヤーの電池取り外し実態を示した。調査時点での区別が不十分であったため、音

楽プレーヤーでは小形一次電池と小形二次電池を使用するものを明確に区分できていない。そのため電池

有り、電池無し、デジタル音楽プレーヤー（取り外し不可）、ドライバー等器具を必要とするものの 4 種類

に分類した。また、環境省アンケートでは小形二次電池を使用する音楽プレーヤーをヘッドホンステレオ

として区分し、67％の人が取り外されないまま捨てたと回答していた。 

次に小型ゲーム機に関する調査結果を図 3.5-6 に示した。小形一次電池を使用する製品は 22 台（67%）、

小形二次電池を使用する製品は 2 台（6%）、残りの 9 台はドライバー等を使いカバーを外さなければ確認

できない製品だった。小形一次電池を使う製品だけでみると、14%は電池が入ったまま、残りの 86%は電

池が無いものだった。 

 
図 3.5-2 主に小形二次電池を使用する製品の電池取り外し実態 

（環境省ア：図 3.3-4 一部再掲、[ ]内はそれぞれ、環境ア：対象人数、本調査：製品数） 
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図 3.5-3 デジタルカメラの 
電池取り外し実態（製品数、%） 

図 3.5-4 デジタルカメラの小形二次電池取り外し

実態（環境省ア：図 3.3-4 一部再掲、[ ]内はそれぞれ、環境ア：対

象人数、本調査：製品数）  

  
図 3.5-5 音楽プレーヤーの電池取り外し実態

（製品数、%） 
図 3.5-6 小型ゲーム機の電池取り外し 

実態（製品数、%） 
 
 シェーバーの電池取り外し実態を図 3.5-7 に示し、さらに小形二次電池のみの結果を図 3.5-8 に示した。

本調査では小形一次電池を使用するものが 2 台、小形二次電池を使用するものが 21 台あったが、そのうち

小形二次電池を使用するものは全て電池を取り外すことができないものだった。これに対し、環境省アン

ケート調査では 75％の人が電池を取り外していないと回答している。また、宮島らが行ったシェーバーか

らのニカド電池の取り外し実態に関する調査結果 69)でも、電池を取り外したかどうか覚えている人の約

75％が電池を取り外すことを考えず、取り外さなかったと回答している。これらを踏まえると、本研究で

行ったシェーバーに関する調査ではややサンプルが偏っていた可能性が考えられた。 

 

図 3.5-7 シェーバーの 
電池取り外し実態（製品数、%） 

図 3.5-8 シェーバーの小形二次電池の取り外し 
実態（環境省ア：図 3.3-4 一部再掲、 

[ ]内はそれぞれ、環境ア：対象人数、本調査：製品数） 
 
3.5.4 考察 

1）小形二次電池について本研究で行った調査と環境省のアンケート調査結果を比較すると、ビデオカメラ
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とシェーバーを除きほぼ同じ傾向を示した。 

 
2）本調査では小形一次電池の取り外し実態についても調査を行っており、その結果と小形二次電池の結果

を比較すると、小形二次電池のほうが製品から取り外されにくいことが示された。これは小形二次電池

では製品用に設計されたものが多く、製品が使用済みとなった後に他の製品で使用することができない

ためであり、「製品の一部」とみなされ廃棄されている現状にあると考えられた。 

 
3）本調査ではサンプル数が少なく偏りが多くなったと考えられる製品もいくつかみられ、また回収・リサ

イクル目的で集められた家電製品であるという性質をもつため、データの一般性という点では、環境省

アンケート調査を重視すべきである。しかしながら、本調査のように実際に消費者が手放した製品から

の取り外し実態調査はほとんど事例がない。今後の課題として、捨てられた電池の種類別データの取得

も含め、より一般的に考えられる不燃ごみとして捨てられた家電製品を対象とした詳細な調査を行うこ

とで、より正確な排出実態の把握が可能である。 

 
 
3.6 消費者の電池及び内蔵製品の保有・廃棄行動に関するアンケート調査 

3.6.1 調査の背景と目的 

3 章 3 節では電池の捨て方の傾向について明らかにし、3 章 5 節では電池を内蔵する小形家電製品との関

係（取り外し行動）が重要であることを示した。これらにおいて浮かびあたってきた課題に対して、より

具体的に解決策を検討するため、また、フロー解析等に必要なデータを入手するため、アンケート調査を

実施した。具体的には、消費者がどのような小型家電製品や小形電池を保有・廃棄しているのか、小型家

電製品と小形電池の関係（取り外しの傾向とその背景）がどのようになっているのかを明らかにするため

に、小形電池単体と小形電池を使用する代表的な小形家電製品を対象に、保有及び廃棄に関する消費者の

意識や行動を調べた。 

 
3.6.2 調査方法 

表 3.6-1 に本研究で行った調査の概要を示した。11 政令指定都市を中心に、6,500 人を対象に、年齢は

20 代から 60 代までを均等になるように、アンケート調査を行った。対象とした小型家電製品は、小形電

池を使用する代表的なもの 9 種類（デジタルカメラ、ビデオカメラ、シェーバー、コードレス掃除機、コ

ードレス子機、コードレス電動工具、携帯電話、タブレット端末、ノートパソコン）とした。対象とした

小形電池は，家庭用に販売されている「筒型の一次電池」「ボタン電池」「筒型の二次電池」「二次電池のバ

ッテリーパック」の 4 種類とし、発電方式や電池サイズの違いは考慮しなかった。また、自動車等に使用

される大型の電池、産業用の電池に関しては対象外とした。 

表 3.6-2 に調査対象とした各自治体における、調査時点での小型家電製品及び小形電池の回収分類を示

す（2012 年のため、小型家電リ

サイクル法施行前であることに

注意が必要である）。小型家電製

品については、京都市において

は「小型家電製品」として、北

九州市及び福岡市においては

「小型電子機器」について、分

別回収が行われていたが、それ

以外では、可燃ごみや不燃ごみ、

金属として回収・処理されてい

たことがわかる。また、小形電

池については、各市によって筒型の一次電池の回収分類は異なり、ボタン電池、筒型の二次電池に関して

は、広島市以外は「販売店等での拠点回収」となっていたことがわかる。 

項目 概要
目的 小形電池内蔵製品及び小形電池に関する保有・廃棄状況を把握すること
実施期間 2012年3月13日～3月19日
方式 インターネットアンケート
回答者年代 20代・30代・40代・50代・60代から均等に

対象地域及びサ
計6500・・・うち京都市約1,000サンプル、10政令指定都市（札幌、仙台、川崎、
横浜、名古屋、大阪、神戸、広島、北九州、福岡）各約500サンプル、その他

設問数 29問

対象

●デジタルカメラ、ビデオカメラ、シェーバー、コードレス掃除機、コードレス子機
（電話）、コードレス電動工具、携帯電話／タブレット端末、ノートパソコン
●電池単体（一次電池、ボタン電池、筒形二次電池、二次電池のバッテリー
パック）

設問内容 保有状況や廃棄状況等

表 3.6-1 アンケート調査概要 
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表 3.6-2 対象自治体における小型家電製品及び小形電池の回収分類 

デジタルカメラ、シェーバー等小型家電 携帯電話

札幌市 「不燃ごみ」で4週に1回ステーション収集
販売店回収を推奨しつつ

「不燃ごみ」
分別回収

仙台市
「可燃ごみ」で週2回ステーション収集
※サイズが大きいものは「粗大ごみ」

販売店へ 分別回収

川崎市 分別回収

横浜市 「可燃ごみ」で週2回ステーション収集 販売店へ 分別回収

「不燃ごみ」で月1回各戸回収
販売店へ（できない場合は

不燃ごみ）

京都市 拠点回収

大阪市 拠点回収

神戸市 不燃ごみ

広島市 「不燃ごみ」で月2回ステーション収集
販売店回収を推奨しつつ

「不燃ごみ」
分別回収

有害ごみとして市が
回収（販売店での拠

点回収もあり）

※自治体によって、言い方が異なることがあるが、ここでは統一の表現とした。

福岡市
小型電子機器以外は「不燃ごみ」で月1回ステーション収集
※携帯電話については小型電子機器回収、販売店を推奨 不燃ごみ

【回収実験】H22年度より、北九州市と同じ内容で展開

「可燃ごみ」で週2回ステーション収集（一部地域では「小物金属」）
※携帯電話については販売店を推奨

「不燃ごみ」で月2回ステーション収集
※携帯電話については販売店を推奨

北九州市

小型電子機器以外は「可燃ごみ」で週2回ステーション収集
※携帯電話については小型電子機器回収、販売店を推奨

家庭ごみ
（可燃ごみ）

【回収実験】H20年度より小型電子機器の分別回収
◎対象：デジタルカメラ、ビデオカメラ、ポータブルAV機器、小型ゲー
ム機、電子手帳類（シェーバー、コードレス掃除機・子機・電動工具は

対象外）
◎ホームセンター、スーパー等の回収ボックス

小型家電製品
筒型一次電池

ボタン型一次電池、
筒型二次電池

販売店等での拠点
回収

「小物金属」の分類で月2回ステーション収集

名古屋市 不燃ごみ

【モデル事業】H21-22年度に分別回収実施
【モデル事業】H21年度より分別回収

①公共施設等の専用回収ボックス、②イベント時の回収
※携帯電話については販売店でも良い

 

 
3.6.3 調査結果 

（1）小型家電製品及び小形電池の保有実態 

対象とした小型家電製品の保有台数に関

する質問の回答結果（平均）を表 3.6-3 に示

した。これによると、携帯電話は各世帯に約

2 台、デジタルカメラ、シェーバー、コード

レス子機（電話）、ノートパソコンについて

は約 1 台あることがわかる。ビデオカメラの

保有は世帯平均 0.55 台であるが、そのうち

使っていないものが 0.2 台となっている。 

対象とした小型家電製品に使用されてい

る電池の個数及び種類に関する質問の回答結果を表 3.6-4 に示した。個数については、記入があった人に

関する平均である。これによると、どの製品も概ね約 1 個の電池を使っていることがわかる。電池の種類

については、デジタルカメラ及びビデオカメラについては約 6 割がリチウムイオン電池であるが、シェー

バー、コードレス掃除機、コードレス子機（電話）、コードレス電動工具については、NiCd 電池、Ni-MH
電池、リチウムイオン電池が 1～3 割程度ずつ使われており、機種等によって異なる電池が使われているこ

とがわかる。なお、シェーバーやコードレス掃除機の平均電池個数が 1 個以下となっている。また、電池

の種類については「その他」の割合も一定あることがわかる。これらは、アンケート回答者が電池パック

使用中
使えるが
使ってい
ない

壊れて使
えない

その他 合計

デジタルカメラ 1.21 0.27 0.07 0.01 1.56
ビデオカメラ 0.34 0.15 0.05 0.01 0.55
シェーバー 0.82 0.15 0.05 0.01 1.03
コードレス掃除機 0.25 0.05 0.01 0.00 0.31
コードレス子機（電話） 0.83 0.07 0.03 0.01 0.94
コードレス電動工具 0.25 0.05 0.02 0.01 0.33
携帯電話 1.92 0.19 0.13 0.05 2.29
タブレット端末 0.14 0.01 0.00 0.01 0.16
ノートパソコン 1.19 0.19 0.11 0.01 1.50

表 3.6-3 小型家電製品の平均保有台数（台／世帯）

（n=6,500） 
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等の存在や種類を判断できなかった可能性もあると考えられる。 

対象とした小型家電製品への使用以外にも、小形電池は保有されている。そこで、その保有個数に関す

る質問の回答結果を表 3.6-5 に示す。これによると、一次電池の保有が最も多く、製品（対象小型家電製

品以外）に入れて使用中のものと予備で置いてあるものがそれぞれ約 9 個、合計約 20 個となっている。 

 
表 3.6-4 小型家電製品に使用されている小形電池の個数及び種類 

 

 
 

 
 

 
 

表 3.6-5 その他の小形電池の平均保有個数（個／世帯） 
 

 

 

 

 

（2）小型家電製品及び小形電池の廃棄行動 

対象とした小型家電製品の廃棄方法に関する質問の回答結果を図 3.6-1 に示した。これによると、まず、

デジタルカメラ、ビデオカメラ及びコードレス電動工具が類似した傾向であり、自治体の不燃ごみ・大型

ごみへの排出と、小売店での引き取りが、2～3 割ずつで主たるルートとなっている。シェーバー、コード

レス掃除機、コードレス子機は、自治体の不燃ごみ・大型ごみ排出の割合が 3～4 割と大きくなっているが、

シェーバーについては可燃ごみ排出の割合も 3 割近くあるのが特徴的である。携帯電話、タブレット端末、

ノートパソコンについては、小売店での引き取りが 3～5 割と多くを占めているが、ノートパソコンについ

ては回収業者への引き渡しも 2 割程度となっている。全製品について、自治体の可燃ごみ及び不燃ごみと

して排出されている割合を見ると、シェーバーでは約 7 割、コードレス掃除機、子機、電動工具で約 4～5
割、デジタルカメラ、ビデオカメラで約 3 割、携帯電話やタブレット端末、ノートパソコンで約 1～2 割と

なった。 
都市（回収方法）の違いによる廃棄行動の違いを見るために、デジタルカメラについて、11 政令指定都

市の回答者の結果を図 3.6-2 に整理した。都市によっては存在しないルートを選択した回答者も相当数存

在するが、不燃ごみや可燃ごみを指定している都市では、それぞれが最も多くを占める結果となっている。

小型家電製品等の分別回収を行っている都市については、北九州市では 15%程度、京都市や福岡市では約

1 割が自治体の小型家電製品等の回収に出したと答えているが、その割合は高くない。現在のところ、取

り組み開始からの年数が短いことや、排出機会が限定されているためと考えられた。 

デジタル
カメラ

ビデオカメ
ラ

シェー
バー

コードレス
掃除機

コードレス
子機（電話）

コードレス
電動工具

1.46 1.22 0.91 0.88 1.16 1.29 

ＮiCd電池 16% 16% 25% 26% 30% 34%

Ｎi-MH電池 10% 12% 14% 13% 26% 17%

Ｌi-ion電池 58% 55% 22% 20% 21% 22%

小型シール鉛蓄電池 3% 3% 4% 6% 5% 4%

その他 14% 13% 35% 35% 19% 23%

平均電池個数（個／台）

使用さ
れてい
る電池

平均個数
製品に入れて
使用中

現在入れている電池と
の交換用や、充電中

予備で置い
てある

使用したことがあり使
えるが使っていない

切れて使えない、
消耗して使えない

その他 合計

一次電池（筒状） 9.11 0.00 8.72 0.79 1.51 0.39 20.5
ボタン電池 2.32 0.00 1.02 0.19 0.28 0.11 3.9
二次電池 2.14 1.61 0.93 0.19 0.11 0.07 5.1
二次電池バッテリーパック 1.31 0.52 0.19 0.10 0.08 0.04 2.2
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図 3.6-1 小型家電製品の廃棄方法（過去 4 年以内に廃棄経験がある人について） 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

京都市
（n=193）

北九州市
（n=100）

福岡市
（n=113）

札幌市
（n=102）

名古屋市
（n=116）

神戸市
（n=117）

広島市
（n=95）

仙台市
（n=98）

横浜市
（n=118）

大阪市
（n=96）

川崎市
（n=103）

自治体の可燃ごみ（家庭ごみ、普通ごみ） 自治体の不燃ごみ・大型ごみ 自治体の小形家電製品等の回収

小売店へ リサイクルショップへ 回収業者へ

知人・友人に譲った 家の外の別の場所に置いてきた その他

小物金属

 
図 3.6-2 デジタルカメラの廃棄方法（都市別；太線で囲ったのが各都市で指定した方法） 

 
小型家電製品の廃棄時に、電池を取り外したか尋ねた質問の回答結果を図 3.6-3 に示す。これによると、

取り外したとする割合は 1～3 割程度で、それ以外は、内蔵したままの排出であったことがわかる。この製

品別の割合等は、これまでの調査（3 章 3 節）と同程度であった。取り外さなかった理由としては、「取り

外す必要はないと考えた」「取り外すことは考えもしなかった」が大半であり、小型家電製品排出・回収時

の小形電池の位置づけを明確にし、周知を図ることが必要と考えられた。国内出荷推定量に対する回収実

績値から求めた小形電池の回収率は 3 割に満たない（2 章）が、 その一因として、種類によっては 7 割近

い小型家電製品が自治体の可燃ごみや不燃ごみ等に排出されており、また処分される小型家電製品の 7 割

以上が小形電池を内蔵したまま排出されている実態が改めて確認された。既存の小形電池の回収システム

を活かして回収率をあげるためには、小型家電製品からの小形電池の取り外しを呼びかけることが必要と

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

デジタルカメラ

ビデオカメラ

シェーバー

コードレス掃除
機

コードレス子機
（電話）

コードレス電動
工具

携帯電話

タブレット端末

ノートパソコン

自治体の可燃ごみ（家庭ごみ、普通ごみ） 自治体の不燃ごみ・大型ごみ 自治体の小形家電製品等の回収

小売店へ リサイクルショップへ 回収業者へ

知人・友人に譲った 家の外の別の場所に置いてきた その他
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考えられた。また、その後のリサイクルフロー等によっては、小型家電製品とあわせて、もしくは連動（回

収ボックス等をセットにするなど）させて回収を促進することも有効と考えられる。なお、EU において

は 、 WEEE 指 令

（2002/96/EC）の下で

回収された使用済み

電子・電気機器製品に

内蔵される電池は、機

器から取り外された

時点で新電池指令で

の対象となり、電池個

別での回収・リサイク

ルが行われなければ

ならないとされてい

る。 
小形電池の廃棄方

法に関する質問の回

答結果を図 3.6-4 に示

した。なお、小型家電

製品に内蔵されたま

ま廃棄される電池は

ここに含めないこと

としている。また、各

自治体等における回収方法の違い（特に一次電池）によって、排出ルートの傾向が異なることがわかって

いる（3 章 3 節）が、ここでは全体平均を示した。これによると、自治体の可燃ごみや不燃ごみ・大型ご

みとして排出される割合が 3～4 割強あることがわかった。 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
図 3.6-4 小形電池の廃棄方法（過去 4 年以内に廃棄経験がある人について） 

 
（3）小形電池の回収システムやリスクに関する認知や意識 

使用済み電池の自宅での保管や処分行動について尋ねた質問の回答結果を図 3.6-5 に示す。これによる

と、使用済みになると、少量でもできるだけすぐに処分する人と、ためておいて処分する人とが同程度で

あることがわかる。また、まとめて処分する際には、分別しながら種類別に処分すると回答した人の割合

が多くなった。ただし、ボタン電池や小形二次電池については筒型一次電池と同様の捨て方をされる傾向

があることが示唆されており（3 章 3 節）、実際に種類別の処分方法を把握し、実践してもらうためには、

そのための周知や誘導策が必要と考えられる。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

デジタルカメラ

ビデオカメラ

シェーバー

コードレス掃除機

コードレス子機
（電話）

コードレス電動工
具

携帯電話

タブレット端末

ノートパソコン

取り外した 取り外そうとしたが取り外せなかった

取り外す必要はないと考え、取り外さなかった 取り外すことは考えもしなかった

覚えていない その他

図 3.6-3 小型家電製品廃棄時の電池取り外し 
（過去 4 年以内に廃棄経験がある人について） 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一次電池（筒
状）（n=5780）

ボタン電池
（n=4425）

二次電池
（n=1335）

二次電池バッテ
リーパック

（n=1220）

自治体の可燃ごみ（家庭ごみ、普通ごみ） 自治体の不燃ごみ・大型ごみ 自治体の小型家電製品等の回収

自治体の蛍光管・乾電池等の有害ごみ 回収拠点（電気店等） 回収拠点（公共施設）

その他
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小形電池に含まれる可能性のあるカドミウムや鉛の存在や有害性（環境負荷）、コバルト等のレアメタル

の存在や資源性（希少価値）について、認知や関心に関する質問の回答結果を図 3.6-6 に示す。これによ

ると、希少性より有害性の方が認知は高かったものの、認知度は 3 割強であること、いずれも 7 割前後の

人は関心をもつことがわかる。 
小形二次電池について、回収・リサイクルに関する法律やシステム（製造業者等による）の存在につい

て認知を尋ねた質問の回答結果を図 3.6-7 に示す。これによると、認知は 3～4 割となった。 
 小形電池回収ボックスの写真を示し、1 年以内に見かけたことがあるか尋ねた質問の回答結果を図 3.6-8

に示す。これによると、小形二次電池回収ボックスについては約 25%、その他については 1 割強の人しか

見ておらず、どれも見たことがない人が 6 割以上となっていることがわかる。 

回収ボックスの存在認知による廃棄行動への影響を検討するため、図 3.6-4 に示す結果について、回収

ボックスを見かけたことがある人とない人に分けて整理した結果を図 3.6-9 に示す。なお、スペースの都

合上ここでは一次電池の結果のみ提示したが、他の電池類でも同様の結果となった。これによると、回収

ボックスを見たことがある人は 4～6 割の人が回収拠点に出しており、見たことがない人が 2～3 割である

ことに比べて明らかに大きな割合となった。これより、回収システムや意義の認知に加えて、回収ボック

ス等をより目立つ形で配置するなどの工夫が必要と考えられた。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
図 3.6-6 小形電池の有害性や希少性金属に 

関する認知や関心（n=6,500） 
図 3.6-5 使用済み電池の自宅での保管や処分行動（n=6,500） 

 
 

 
 

 
 

 
図 3.6-7 小形二次電池リサイクルの法律、 

システムの認知（n=6,500） 
図 3.6-8 各種電池回収ボックスを見かけたことがある人の割合（%）（n=6,500） 

 
 

 
 

 
 

 
 

図 3.6-9 回収ボックスを見たことがある人とない人における廃棄行動の違い 
（他の電池類も類似した結果のため、ここでは割愛した） 

 

使用済みになると、少量でも、できるだけす

ぐに処分する

使用済みになったものは、種類別にためて

おいて、まとめて種類別に処分する

使用済みになったものは、まとめてためて

おいて、まとめて分別せずに処分する

使用済みになったものは、まとめてためて

おいて、分別しながら種類別に処分する

使用済みになったものは、まとめて、家庭

に置いておく（処分しない）

使用済みになったものは、どこかに適当に

置いておく

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有害性

希少性

知っていたし、関心もある 知らなかったが、関心はある

知っていたが、関心はない 知らなかったし、関心もない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小形二次電池リサイクルの法律

小形二次電池の回収・リサイクル

知っていた 知らなかった

0  10  20  30  40  50  60  70 

小形二次電池回収ボックス

ボタン電池回収ボックス

小形一次電池（使い捨て乾電池）回収
ボックス

その他

どれも見たことがない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一次電池（筒状）・回収BOX見たことなし（n=5050）

一次電池（筒状）・回収BOX見たことあり（n=730）

自治体の可燃ごみ（家庭ごみ、普通ごみ） 自治体の不燃ごみ・大型ごみ 自治体の小型家電製品等の回収

自治体の蛍光管・乾電池等の有害ごみ 回収拠点（電気店等） 回収拠点（公共施設）

その他
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3.6.4 考察 

1）小型家電製品の廃棄時に、電池を取り外したか、ネットアンケート調査により尋ねた結果、電池を取り

外したとする割合は 1～3 割程度で、それ以外は、内蔵したままの排出であることがわかった。取り外

さなかった理由としては、「取り外す必要はないと考えた」「取り外すことは考えもしなかった」が大半

であり、小型家電製品排出・回収時の小形電池の位置づけを明確にし、周知を図ることが必要と考えら

れた。国内出荷推定量に対する回収実績値から求めた小形電池の回収率は 3 割に満たないが、 その一

因として、種類によっては 7 割近い小型家電製品が自治体の可燃ごみや不燃ごみ等に排出されており、

また処分される小型家電製品の 7割以上が小形電池を内蔵したまま排出されている実態が改めて確認さ

れた。 

 
2）既存の小形電池の回収システムを活かして回収率をあげるためには、小型家電製品からの小形電池の取

り外しを呼びかけることが必要と考えられた。また、その後のリサイクルフロー等によっては、小型家

電製品（小型家電リサイクル法）とあわせて、もしくは連動（回収ボックス等をセットにするなど）さ

せて回収を促進することも有効と考えられる。なお、EU においては、WEEE 指令（2002/96/EC）の

下で回収された使用済み電子・電気機器製品に内蔵される電池は、機器から取り外された時点で新電池

指令での対象となり、電池個別での回収・リサイクルが行われなければならないとされている。 

 
 
3.7 3 章のまとめ 

1）806 自治体における収集分類調査から、筒型一次電池だけではなくボタン電池や小形二次電池に関して

も自治体間での指導が統一されていないことがわかった。特に、ボタン電池や小形二次電池に関して、

約 45%の自治体で捨て方に関する記載がウェブサイトからは確認できなかった。本研究で行った消費者

に対するアンケート調査から、ボタン電池や小形二次電池については筒型一次電池同様の捨て方をされ

る傾向があることがわかっており、情報の記載がない自治体が多いことは消費者の回収・リサイクル制

度に関する認知度の低さにもつながっていると考えられた。 

 
2）小型家電製品からの電池の取り外しに関しては、自治体ウェブサイトの調査から、調査時点では 80%

以上の自治体が製品からの電池取り外しに関して情報の記載を行っていないことが明らかとなった。ま

た、本研究で行った取り外し実態に関する調査から小型家電製品の廃棄時に電池が取り外されず一緒に

捨てられていることが明らかとなり、特に小形二次電池に関しては環境省が行ったアンケート調査、本

研究でのアンケート調査と同様の傾向が得られた。よって、小形電池の回収・リサイクルを考える上で

は、電池単体の収集だけではなく製品からいかに電池を取り外し、回収するかを考慮することが重要で

ある。アンケート調査によると、取り外さなかった理由として「取り外す必要はないと考えた」「取り

外すことは考えもしなかった」が大半であり、小型家電製品排出・回収時の小形電池の位置づけを明確

にし、周知を図ることが必要と考えられた。 

 
3）使用済み小形電池のサンプル調査から、現在日本で使われているマンガン電池の 5 割、アルカリマンガ

ン電池の約 3 割が海外製であることが分かった。また使用推奨期限に関する調査から、製造されてから

消費者が手放すまでの年数は、マンガン電池で平均 6.0 年、アルカリマンガン電池で平均 5.1 年と推定

された。 
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4 章 小形電池の資源ポテンシャルの把握 

 
4.1 小形電池の化学性状の把握 

4.1.1 電池に関する分析・調査方法 

小形電池の化学性状を把握するために、主要な電池について、幅広い金属類の含有量を測定した。表 4-1

に試料の概要を示す。物質としては、電池の代表成分や有害性及び希少性を持つ金属類、Li、Cr、Mn、
Co、Ni、Cu、Y、Zr、Cd、La、Ce、Pr、Nd、Gd、Dy、Au、Pb を対象とした。 

試料は、解体後、各部位に分類して重量を測定し、試料を調整した後、電気炉にて灰化し、灰化物に王

水を添加して加熱酸分解を行い、ろ過・定容後、ICP-AES または MS により、金属元素の測定を行った。 

 また、電池の平均重量も求めた。マンガン及びアルカリ乾電池については、京都市拠点回収施設等での

廃電池サンプル調査結果（平均重量）1)を用いた。コイン型リチウム電池、アルカリボタン電池、PC 用 Li-ion

電池、携帯電話用 Li-ion 電池については、本研究で分析対象とした電池（表 4-1）の平均重量を求めた。

Ni-MH 電池、Ni-Cd 電池及び Li-ion 電池（PC や携帯電話用以外）については、貿易統計において把握で

きる輸出入の個数と重量から推定した値を重量単位とした。 
さらに、退蔵されていた古い乾電池（京都市の拠点回収にて回収した電池）や海外で販売されている乾

電池中の水銀も測定した。この試料については、結果とともに提示する。 

 

4.1.2 小形電池中の金属濃度測定結果及び考察 

小形電池に含まれる金属類の分析結果を表 4-2、表 4-3 に示す。これによると、種類ごとに様々な有害金

属や希少金属を含んでいる。乾電池については、Mn が 16～28%と主要成分となっているが、Ni や Cu、
Pb 等も含まれている。Ni-MH 電池は Ni が 33～44%と主成分となっているが、Nd を 26%や La を 17%含

むものがある。また、Co が 5%程度含まれているほか、Y、Zr、Ce、Pr、Gd 等も含まれている。Ni-MH
には、ミッシュメタル（複数のレアアースが含まれた合金）が用いられていることが知られており 2)、多

種のレアアースは、そこに含まれていたものと考えられる。Ni-Cd 電池については、Cd が 21～26%、Ni
が 18%で主要成分となっている。コイン型リチウム電池及びアルカリボタン電池については、Mn が約 2

割で主要成分であるが、Cr や Ni、Cu も一定量含まれる。リチウムイオン電池については、Co が 4～43%、

Ni が 0.09～25%、Cu が 4.7%～25%含まれており、Li が 1.9～5%であった。Co の含有が注目されている

が、メーカーによる違いや経年変化は明確には見られなかった。表 4-2 には、小口らの小形電池実測濃度

3)及びイギリス環境省が示す小形電池中濃度 4)も示した。レアアース等の値は対象外であったが、主要な金

属類に関しては、類似した濃度であった。また，パソコン本体や基板中濃度 5)も示したが、それらと比較

すると、Co 及び Ni は Li-ion 電池において高濃度であり、Cu、Au、Pb 等において、小形電池中濃度は同

程度であることがわかる。なお、電池の平均重量の推定結果は表 4-4 に示した。 
表 4-3 には、古い乾電池や海外で販売されていた電池に含まれる水銀量の測定結果を示した。これによ

ると、1970 年代や 1980 年代の乾電池で、水銀を多く含むものも見られることがわかった。今後、退蔵製

品の年代分布等の把握も含めた検証が必要と考えられる。 
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表 4-1 分析対象とした小形電池の概要     表 4-3 古い乾電池や海外販売電池の水銀含有 

 
表 4-4 電池重量の推定結果 

No. 電池種類 状態
販売元

※
電池全体
重量（g）

使用推奨年／
電池製造年※

W1 A社 17.2 1988/12/1

W2 A社 17.1 2009/8/1
W3 B社 17.8 2012/12/1
W4 C社 95.9 2011/11/1
W5 D社 17.9 2010/6/1
W6 A社 22.7 2014/3/1
W7 A社 23.1 2019/9/1
W8 E社 22.5 2014/10/1
W9 F社 24.1 2014/5/1
W10 G社 22.5 2011/9/1
W11 C社 22.3 2012/9/1
W12 H社 22.5 2013/6/1
W13 B社 27.9
W14 B社 25.9
W15 A社 25.8
W16 I社 22.0
W17 A社 19.6
W18 A社 18.6
W19 A社 2.7
W20 J社 3.0
W21 K社 2.9
W22 A社 1.8
W23 L社 1.6
W24 K社 1.9

L1 M社 45.9 2011

L2 A社 44.6 2011
L3 N社 44.0 2011
L4 廃製品 D社 19.6 2001

LP1 18.8 2001

LP2 18.2 2002
LP3 16.6 2003
LP4 16.6 2006
LP5 17.7 2007
LP6 16.9 2003
LP7 17.3 2004
LP8 17.6 2005
LP9 18.9 2007
LP10 18.8 2008
LP11 15.7 2006
LP12 16.6 2007
LP13 19.4 2008
LP14 16.5 2001
LP15 17.6 2003
LP16 17.4 2004
LP17 P社 16.5 2001

リチウムイオ
ン電池（ノート

PC用）

新品

リチウムイオ
ン電池（携帯
電話用）

廃製品

B社

N社

O社

D社

記載なし

Ni-Cd電池

コイン型リチウ
ム電池

（CR2032）

アルカリボタン
電池（LR44）

マンガン乾電
池

廃製品

アルカリ乾電
池

Ni-MH電池

※PC 及び携帯電話については、電池ではなく PC 及び

携帯電話の販売元 
※W については使用推奨年、L 及び LP については製

造年 

電池種類 重量（g） 出典等

マンガン乾電池 46.6
過去の使用済み製

品調査結果
1)

アルカリ乾電池 33
過去の使用済み製

品調査結果
1)

コイン型リチウム
電池

2.9
本研究で分析した
製品の平均重量

アルカリボタン電
池

1.8
本研究で分析した
製品の平均重量

Ni-MH電池 65.9 貿易統計より算出
1)

Ni-Cd電池 47.1 貿易統計より算出
1)

PC用Li-ion電池 38.5
本研究で分析した
製品の平均重量

携帯電話用Li-
ion電池

17.5
本研究で分析した
製品の平均重量

その他のＬi-ion
電池

32.2 貿易統計より算出
1)

電池1個あたりの

水銀量（絶対量mg）

O-1 2012/1/1 中国? 0.000128

O-2 2011/8/1 中国? 0.00173
O-3 不明 (使用期限2019-01) 中国 0.000201
O-4 2011/11/1 インドネシア 0.000144
O-5 1978/12/1 日本 7.75
O-6 1979-10 ? 日本 0.525
O-7 1986/10/1 日本 37.5
O-8 1979/3/1 日本 0.409
O-9 ? 日本? 50.4
O-10 ? 日本? 0.0419
O-11 1981/2/1 日本 1.36
O-12 1986/4/1 日本 0.261

電池製造年 電池製造国No.
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表 4-2 小形電池に含まれる金属類濃度（mg/kg） 

 

 
4.2 家庭内保有されている小形電池に含まれる金属量の推定 

4.2.1 小形電池に含まれる金属量の推定方法 

本研究のアンケート調査結果（3 章 6 節）を用いて、次式により国内の家庭内に保有されている小形電

池保有個数を推定した。 

Bij＝Si×Sbij＋Obij 

Bij：小型家電製品 i（対象製品以外は「それ以外」のグループとする）に用いられる小形電池（種類 j）の

世帯あたり平均保有個数（個／世帯） 

Si：対象とする小型家電製品 i の世帯あたり平均保有台数（台／世帯） 
Sbij：対象とする小型家電製品 i に用いられる小形電池（種類 j）の一台あたり平均個数（個／台） 

Obij：単独で保有されている小形電池（種類 j）や、対象製品以外の製品用の小形電池（種類 j）の世帯あ

たり平均保有個数（個／世帯） 

 
全国合計値は、世帯数 7)を乗じて求めた。なお、推定には次の仮定等を置いている。 

No. Li Cr Mn Co Ni Cu Y Zr Cd La Ce Pr Nd Gd Dy Au Pb

W1 - 49 170,000 7.0 420 20,000 <1 320 110 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 510

W2 - 110 180,000 4.6 15 24 <1 70 1.3 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 1,000
W3 - 110 160,000 5.1 49 42 <1 130 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 700
W4 - 37 170,000 <1 73 89 2.1 36 1.6 4.6 7.9 1.3 16 <1 <1 <1 560
W5 - 130 170,000 5.5 68 58 <1 140 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 830
W6 - 97 240,000 5.7 2,200 12,000 <1 64 5.0 <1 3.4 <1 1.7 <1 <1 <1 <1
W7 - 79 280,000 4.1 1,900 13,000 <1 150 <1 <1 3.3 <1 1.7 <1 <1 <1 <1
W8 - 26 250,000 4.6 2,100 15,000 <1 83 1.7 <1 1.8 <1 <1 <1 <1 <1 <1
W9 - 40 260,000 11 3,200 20,000 <1 200 <1 1.2 1.8 <1 <1 <1 <1 <1 <1
W10 - 26 250,000 5.0 3,700 19,000 <1 140 1.4 <1 2.3 <1 1.0 <1 <1 <1 <1
W11 - 22 240,000 3.8 2,100 12,000 <1 170 3.3 <1 2.8 <1 1.5 <1 <1 <1 <1
W12 - 100 250,000 4.6 2,300 13,000 <1 41 <1 16 5.9 <1 3.0 <1 <1 <1 2.3
W13 - 120 14,000 46,000 420,000 110 2,100 170 1.7 170,000 22,000 3,200 2,800 2,500 5.1 <1 3.0
W14 - 110 420 9,800 440,000 71 4,300 1,100 5.4 200 49 830 260,000 130 130 <1 2.4
W15 - 140 18,000 45,000 330,000 210 3,400 55 8.5 76,000 41,000 10,000 25,000 6,700 26 <1 24
W16 - 140 740 15,000 180,000 37 5 24 260,000 59 50 8.4 45 10 <1 <1 64
W17 - 150 840 1,800 180,000 66 13 140 250,000 2.5 1.3 <1 2.0 <1 <1 <1 1.2
W18 - 120 730 5,000 180,000 41 <1 250 210,000 3.6 2.5 <1 3.2 <1 <1 <1 27
W19 - 86,000 220,000 97 5,400 430 1.1 220 78 7.4 2.8 <1 2.5 <1 <1 3.2 1.7
W20 - 100,000 200,000 120 5,700 130 <1 110 5.5 <1 <1 <1 9.5 <1 <1 <1 <1
W21 - 100,000 200,000 840 45,000 1,600 <1 110 1.2 12 7.9 1.6 5.9 <1 <1 <1 1.6
W22 - 23,000 200,000 57 32,000 13,000 <1 80 <1 2.4 1.6 1.2 4.2 <1 <1 <1 30
W23 - 25,000 180,000 290 37,000 31,000 <1 65 8.2 <1 8.4 <1 6.7 <1 <1 <1 46
W24 - 150 180,000 22 15,000 380 <1 56 4.6 1.2 4.7 15 63 <1 2.7 <1 65

L1 37,000 8.6 140 300,000 2,800 78,000 <1 99 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 14

L2 36,000 11 70 45,000 250,000 82,000 <1 11 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 34
L3 34,000 12 72 42,000 240,000 120,000 <1 3.9 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 31
L4 31,000 2.2 3.0 260,000 880 250,000 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1

LP1 19,000 8.4 1,200 160,000 27,000 87,000 <1 8.9 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 70 1,500

LP2 50,000 24 4,100 430,000 22,000 230,000 <1 11 <1 <1 <1 <1 <1 <1 5.0 30 2,300
LP3 20,000 20 2,000 170,000 30,000 85,000 <1 2.3 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 52 940
LP4 25,000 7.3 790 200,000 18,000 120,000 <1 56 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 87 190
LP5 31,000 16 570 260,000 8,400 120,000 <1 52 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 110 120
LP6 24,000 14 830 200,000 57,000 93,000 <1 3.9 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 57 410
LP7 24,000 16 1,500 200,000 11,000 47,000 <1 3.1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 2.8 110 700
LP8 27,000 19 720 230,000 23,000 93,000 <1 7.2 <1 <1 <1 <1 <1 <1 5.9 180 1,300
LP9 34,000 17 610 280,000 14,000 110,000 <1 83 <1 <1 <1 <1 <1 <1 1.3 60 4.8
LP10 34,000 9.7 610 270,000 24,000 91,000 <1 41 <1 <1 <1 <1 <1 <1 1.4 180 <1
LP11 21,000 8.1 260 180,000 11,000 54,000 <1 8.2 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 53 41
LP12 32,000 9.3 740 270,000 9,200 110,000 <1 44 <1 <1 <1 <1 <1 <1 1.6 23 11
LP13 33,000 8.5 940 270,000 15,000 92,000 <1 57 <1 <1 <1 <1 <1 <1 2.3 42 170
LP14 23,000 6.0 1,200 190,000 4,000 110,000 <1 11 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 69 1,500
LP15 24,000 12 930 190,000 16,000 78,000 2.3 5.7 <1 10 8.6 <1 1.6 <1 <1 57 580
LP16 25,000 6.0 1,100 200,000 13,000 72,000 2.7 3.6 <1 9.4 5.8 <1 <1 <1 <1 45 890
LP17 27,000 14 2,100 230,000 14,000 100,000 <1 6.9 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 120 360

0 0 170,000 0 0 0 － 0 0 － － － － － － 0 1,000

0 0 260,000 0 3,800 57,000 － 0 0 － － － － － － 0 0
260 0 44,000 11,000 210,000 0 － 0 250,000 － － － － － － 0 0
950 0 20,000 36,000 420,000 0 － 0 0 － － － － － － 0 0

17,000 0 3,800 170,000 0 140,000 － 0 0 － － － － － － 0 0

0 － 150,000 0 0 － － － 0 － － － － － － － 1,000

0 － 223,000 0 5,000 － － － 0 － － － － － － － 0
0 － 20,000 0 20,000 － － － 0 － － － － － － － 0
0 － 0 0 220,000 － － － 150,000 － － － － － － － 0
0 － 10,000 40,000 350,000 － － － 0 － － － － － － － 0

30,000 － 0 180,000 0 － － － 0 － － － － － － － 0

0.9 1,700 91 2.6 5,100 29,000 12 1.7 12 － － 2,100 － － 13 1,800

9 33 160 25 2,670 159,000 1 110 16 110 － － 100 － － 120 15,000
8 220 1,300 40 5,300 170,000 1 280 <1 100 － － 450 － － 310 8,500

※小口らのデータについて、マンガン電池及びアルカリ電池は、それぞれ3試料（単一・単二・単三）の平均値である。

P
C

デスクトップ本体
デスクトップ基板
ノート型基板

D
e
fr
a
デ
ー
タ

マンガン電池
アルカリ電池
酸化銀電池
Ni-Cd電池
Ni-MH電池

リチウムイオン電池

小
口
ら
の
デ
ー
タ マンガン電池

アルカリ電池
Ni-Cd電池
Ni-MH電池

リチウムイオン電池

携帯電話用リ
チウムイオン

電池

Ni-Cd電池

コイン型リチ
ウム電池

アルカリボタ
ン電池

試料種別

廃
電

池
類

マンガン乾電
池

アルカリ乾電
池

Ni-MH電池

ノートPC用リ
チウムイオン

電池
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・ 携帯電話、タブレット端末及びノートパソコンについては、1 台あたりリチウムイオン電池が 1 個使用

されている 
・ 使用していない対象小型家電製品にも小形電池が含まれている 

・ 携帯電話とタブレット端末は同じリチウムイオン電池である 
・ 種類不明の二次電池や二次電池パックについては、種類のわかっている二次電池の割合と等しく分布し

ていると仮定し、電池パックも電池と同じ扱いとし、結果（表 4-5）において、補正値として示した 

 
本研究の化学性状分析により把握された小形電池中に含まれる希少／有害金属に着目し、また同じく本

研究のアンケート調査より推定した小形電池保有数を用いて、家庭で保有されている小形電池に含まれる

金属量を推定した。具体的には、次の式を用いた。各電池種別の重量 Wbjについては、表 4-1 の値を用い

た。 

Mjk＝Dbj×Cmjk×Wbj×109 
Mjk：国内の家庭で保有される小形電池（種類 j）に用いられる金属 k の量（kg-金属 k） 

Dbj：国内の家庭で保有されている小形電池（種類 j）の合計個数（個） 
Cmjk：小形電池（種類 j）に含まれる金属 k の平均濃度（mg-金属/kg-小形電池） 

Wbj：小形電池（種類 j）の重量（g／個） 

 
推定にあたっては、次の仮定を置いた。 

・ 重量が異なる場合でも、同じ電池種では金属の濃度は等しい 

・ ノートパソコン及び携帯電話以外のリチウムイオン電池中の金属は、携帯電話と同じ濃度である 
・ 保有している乾電池の種類はマンガン電池：アルカリ＝1：1、ボタン電池はコイン型リチウム電池：

アルカリボタン電池＝1：1 である 
・ 小型シール鉛蓄電池や酸化銀電池等は対象外とする 
 

4.2.2 小形電池に含まれる金属量の推定結果及び考察 

（1）小形電池保有個数 

表 3.6-3～3.6-5 に示した結果を用いて、小形電池保有個数を推定した結果を表 4-5 に示す。また、小形

電池の国内出荷推定量として、国内生産量から輸出量を引き、輸入量を加えた値 1)も示した。ただし、こ

の値は家庭のみではなく事業用も含む総合計であること、年間のフロー量であることに注意が必要である。

なお、補正値は、研究方法で示した通り，種類不明の電池を各種類に割りつけた値である。 
この結果によると、世帯あたり約 40 個の電池が保有され、一次電池と二次電池が約 1／2 ずつであるこ

とがわかる。全国合計では約 21 億個と試算され、これを国内出荷推定量約 27 億個／年 1)と比較すると、

若干少ないが同程度の値といえる。他方、電池種別に国内出荷量と比較すると、大きく異なる点が見られ

る。まず一次電池では、国内出荷量の方が保有量の倍程度と多いが、これは家庭以外での利用が相当量あ

る可能性、家庭での利用について消費者が正確に把握できていない可能性等が考えられる。二次電池合計

については、保有量の方が 3 倍程度多いが、これは、二次電池は使用期間や寿命が長いため過去に販売さ

れた製品が保有されていること、製品中に小形電池が内蔵された状態で輸入され国内販売されているもの

も多い 8)ことが理由として考えられる。 
表 4-5 家庭に保有されている小形電池 

対象小型家電用
（個／世帯）

それ以外
（個／世帯）

合計
（個／世帯）

全国合計
（千個）

【補正値】合計
（個／世帯）

【補正値】全国合計
（千個）

国内出荷量
（千個／年）

一次電池（筒状） － 20.5 20.5 1,060,000 20.5 1,060,000 2,019,496

ボタン電池 － 3.9 3.9 203,000 3.9 203,000 360,123
二次電池合計（以下内訳） 9.6 7.3 16.9 877,000 16.9 877,000 279,735

　ニッケルカドミウム（ＮiCd）電池 1.6 － 1.6 82,600 2.8 145,000 45,702

　ニッケル水素（Ｎi-MH）電池 1.0 － 1.0 54,400 1.8 95,500 147,912
　リチウムイオン（Ｌi-ion）電池 2.8 － 2.8 144,000 4.9 252,000 86,121
　PC用Li-ion電池 1.5 － 1.5 77,800 2.6 137,000 －
　携帯電話等用Li-ion電池 2.5 － 2.5 127,000 4.3 223,000 －
　小型シール鉛蓄電池 0.3 － 0.26 13,700 0.5 24,100 －
　二次電池（種類不明） － 5.1 5.1 262,000 － － －
　二次電池バッテリーパック（種類不明） － 2.2 2.2 116,000 － － －

合計 9.6 31.7 41.4 2,140,000 41.4 2,140,000 2,659,354  
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（2）小形電池に含まれる金属量 

表 4-2 及び表 4-5 の結果を用いて推定した家庭で保有される小形電池に含まれる金属量の推定結果を、

表 4-6 に示す。これによると、Li、Co、Ni、Cd については、家庭に保有されている小形電池に寄与する

ものも相当量となっていることがわかった。具体的に現在のフロー量と比較すると、Li については，2010

年の国内需要量は 3,000 トン 2)、電池への国内需要量は 2,000 トン 2)である。家庭内で小形電池として保有

される量（以降，家庭内保有量）は約 516 トンと推定され，国内需要量の 2～3 割に相当する。Co につい

ては，2010 年の国内需要量は 12,000 トン 2)、うち電池への国内需要量は 9,500 トン 2)である。家庭内保有

量は約 3,900 トンと推定され、国内需要量の 3～4 割に相当する。Ni については， 2010 年の国内需要量

は 49,0002)、電池への国内需要量は 2,100 トン 2)である。家庭内保有量は約 4,700 トンと推定され、これ

は Ni 国内需要量の 1 割程度、電池への国内需要量の倍程度となっている。Cd については、 2010 年の国

内需要量（そのほとんどが NiCd 電池用）は約 1,800 トン 2)である。家庭内保有量は約 1,600 トンと推定

され、国内需要量と同程度の値となっている。Au については、 2010 年の国内需要量は約 120 トン 2)であ

る。家庭内保有量は 0.95 トンと推定され、国内需要量の 1%弱、うち電気機器等への需要 60 トンの 1%強

の値となっている。 

その他のレアアースについて、2010 年国内需要量 2)に対する本推定量の関係は、Y は 1,500 トンに対し

て 21 トン、Zr は 21,000 トンに対して 9.8 トン、La は 3,850 トンに対して 520 トン、Ce は 11,500 トン

に対して 130 トン、Nd は 5,500 トンに対して 600 トンとなった。 
本研究では、家庭内ストック量と年間需要量の比較によりポテンシャルの大きさをイメージしているが、

各機器の寿命分布を考慮したより詳細なフロー分析を行わねばならないことは言うまでもない。加えて、

家庭で保有されている小形電池のみを対象としたが、それ以外の用途等も含めると、さらに多くの金属が

小形電池に含まれて存在している。その中には、希少金属や有害金属も相当量含まれることがわかり、こ

れらの回収・リサイクルの促進策を検討することは重要と考えられる。 

 
表 4-6 家庭で保有されている小形電池に含まれる国内の金属推定量（kg-各金属） 

 
 

 
 

 
 

 
4.3 4 章のまとめ 

1）小形電池に含まれる金属類の分析結果の概要を、電池別に列挙するが、小形電池には、資源性・有害性

の両面から配慮が必要であることが確認された。 

・ 乾電池については、Mn が 16～28%と主要成分となっているが、Ni や Cu、Pb 等も含まれていた。 
・ Ni-MH 電池は Ni が 33～44%と主成分となっているが、Nd を 26%や La を 17%含むものがある。ま

た、Co が 5%程度含まれているほか、Y、Zr、Ce、Pr、Gd 等も含まれている。Ni-MH には、ミッシ

ュメタル（複数のレアアースが含まれた合金）が用いられていることが知られており、多種のレアアー

スは、そこに含まれていたものと考えられる。 
・ Ni-Cd 電池については、Cd が 21～26%、Ni が 18%で主要成分となっていた。 

・ コイン型リチウム電池及びアルカリボタン電池については、Mn が約 2 割で主要成分であるが、Cr や

Ni、Cu も一定量含まれる。 

・ Li-ion 電池については、Co が 4～43%、Ni が 0.09～25%、Cu が 4.7%～25%含まれており、Li が 1.9
～5%であった。Co の含有が注目されているが、メーカーによる違いや経年変化は明確には見られなか

った。 
・ 古い乾電池：小形電池は長期間退蔵される傾向にあり、水銀含有電池の排出にも注意を要する。今回測

電池種類 Li Cr Mn Co Ni Cu Y Zr Cd La Ce Pr Nd Gd Dy Au Pb

マンガン乾電池 0 2,160 4,210,000 110 3,100 100,000 10.4 3,450 560 22.8 39.2 6.44 79.3 0 0 0 17,800

アルカリ乾電池 0 978 4,440,000 97.3 43,900 261,000 0 2,130 28.6 43.1 53.4 0 22.3 0 0 0 5.77

コイン型リチウム電池 0 27,924 60,500 103 5,480 211 0.107 43.0 8.27 1.89 1.04 0.156 1.75 0 0 0.312 0.32
アルカリボタン電池 0 2,920 33,900 22.4 5,090 2,690 0 12.2 0.776 0.218 0.891 0.982 4.48 0 0 0 8.55
Ni-MH電池 0 777 68,000 212,000 2,500,000 821 20,600 2,780 32.7 517,000 132,000 29,400 604,000 19,600 338 0 61.7
Ni-Cd電池 0 934 5,260 49,700 1,230,000 328 41.7 943 1,640,000 148 123 19.1 114 22.8 0 0 210

PC用Li-ion電池 182,000 44.5 375 851,000 650,000 697,000 0 150 0 0 0 0 0 0 0 0 104
携帯電話用Li-ion電池 109,000 49.4 4,630 902,000 72,600 388,000 1.15 92.9 0 4.45 3.30 0 0.367 0 4.66 309 2,530
その他のＬi-ion電池 226,000 103 9,650 1,880,000 151,000 808,000 2.39 193 0 9.27 6.88 0 0.765 0 9.70 643 5,260

合計 516,000 35,900 8,830,000 3,890,000 4,660,000 2,260,000 20,600 9,790 1,640,000 517,000 133,000 29,500 604,000 19,600 353 952 26,000
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定したものには 1 個当たり 50mg の水銀を含むものもあった。 

2）家庭で保有される小形電池に含まれる金属量の推定結果によると、Li、Co、Ni、Cd については、家庭

に保有されている小形電池に寄与するもの（以降，家庭内保有量）も相当量となっていることがわかっ

た。具体的に現在のフロー量（2010 年）と比較すると、次のようになる。 
・ Li の家庭内保有量：約 516 トン⇔国内需要量：3,000 トン、うち電池への国内需要量は 2,000 トン 

・ Co の家庭内保有量：約 3,900 トン⇔国内需要量：12,000 トン、うち電池への国内需要量：9,500 トン 
・ Ni の家庭内保有量：約 4,700 トン⇔国内需要量：49,000、うち電池への国内需要量：2,100 トン 

・ Cd の家庭内保有量：約 1,600 トン⇔国内需要量（そのほとんどが NiCd 電池用）：約 1,800 トン 
・ Au の家庭内保有量：0.95 トン⇔国内需要量：約 120 トン、うち電気機器等への需要 60 トン 

 
今回は家庭で保有されている小形電池のみを対象としたが、それ以外の用途等も含めると、さらに多く

の金属が小形電池に含まれて存在している。その中には、希少金属や有害金属も相当量含まれることがわ

かり、これらの回収・リサイクルの促進策を検討することは重要と考えられる。 
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5 章 ニカド電池（カドミウム）及びリチウムイオン電池（コバルト）の国内フロー解析 

 
5.1 カドミウムとニカド電池について 

5.1.1 カドミウム 

カドミウムは、銀白色で、軟質、展延性に富む金属元素である。空気中では表面が酸化され、光沢を失

っている。カドミウムの主用途はニカド電池で、2010 年における日本のカドミウム需要の 98%以上を占め

ている。その他の用途として、顔料や合金、塩ビ安定剤、めっきなどが挙げられる。 

カドミウムは亜鉛鉱に含まれ、亜鉛製錬の過程で、清浄残渣や煙灰などの中間産物から亜鉛と分解され、

蒸留または、電解によって精製することで得られる。国内で生産されているカドミウムのすべてが、亜鉛

製錬の副産物として生産されている。 
カドミウムは、必須金属元素である亜鉛と類似した化学的性質を持っているため、人体に取り込まれや

すい。有害な重金属であり、長期間の暴露により腎臓、肺、肝臓に障害を生じることが知られている。特

にカルシウム代謝を阻害し、栄養上の欠陥等の要因と複合して、骨粗鬆症、骨軟化症を発症させる可能性

が指摘されており 1)、カドミウム使用製品が、最終的に埋め立てや焼却により処分される際に環境中に放

出されることによる、人や環境への影響が懸念されている。 

EU では、2002 年に、電子・電気機器の重金属等の有害物質の使用を制限する RoHS 指令（Directive on 
Restriction of Hazardous Substances）が制定され、最終製品でのカドミウムの使用が制限されている。

ただし、電池については適用除外となっている。このような動きを受け、近年では、世界的にもカドミウ

ムの規制に拍車がかかりつつある 2)。 

今後、世界的にカドミウムの消費量が減少していくことも考えられるが、カドミウムは亜鉛の副産物と

して生産され続けるため、余剰なカドミウムが発生するということも新たな問題となり得る 2)。 

 
5.1.2 カドミウム使用製品 

＜ニカド電池＞ 

 ニカド電池は、正極にオキシ水酸化ニッケル、負極にカ

ドミウム、電解液にアルカリ水溶液を用いている。公称電

圧は 1.2V で、1964 年より国内で量産化され、幅広い分野

で使用されてきた。ニカド電池は、大電流放電に優れてお

り、過放電・過充電に強いなどの特徴から、主に充電式電

動工具のような大出力向け用途に用いられている。ニカド

電池のその他の用途としては、コードレスホン、コードレ

スクリーナー、シェーバー、防災機器などが挙げられる。 
ニカド電池のカドミウム含有割合は 15%～20%と、相当量のカドミウムが含まれており、環境負荷が大

きい電池ともいえる。EU では、2006 年に新電池指令（2006/66/EC）が制定され、カドミウムを 20ppm
以上含有する携帯型電池については、一部の適用除外を除き、販売禁止となっている。国内では、カドミ

ウムを含むニカド電池の販売は禁止されていないが、環境負荷削減や代替電池の高性能化により、ニッケ

ル水素電池やリチウムイオン電池への代替が急速に進み、ニカド電池の需要は減少傾向が続いている。2007

年の日本国内における、二次電池の代替状況を推定したもの 3)を図 5.1-2 に示した。これによると 2007 年

だけでも、ニカド電池から代替電池への移行量は、およそ 1 億 1000 万個と、急速な代替が進んでいるこ

とが分かる。 

 

 
 

 
 

図 5.1-2 二次電池のシフト状況 3) 
 

図 5.1-1 ニカド電池の構造（電池工業会） 
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2005 2006 2007 2008 2009 2010
日本 13,000 14,000 14,500 15,000 14,000 14,000
中国 11,300 12,400 12,500 14,400 16,000 20,000
アメリカ 10,800 11,800 12,500 10,700 7,338 10,000
西欧 8,600 9,400 9,800 9,500 8,000 10,000
その他 6,600 7,600 8,000 8,200 6,962 7,000

合計 50,300 55,200 57,300 57,800 52,300 61,000

特に、家電や小型機器分野では、軽量化・小型化を図るために、ニカド電池と互換性があり、カドミウ

ムを使用していないニッケル水素電池へのシフトが急速に進んでいる。また、充電式電動工具や電動アシ

スト自転車などの中型パワー用途については、ニカド電池からリチウムイオン電池への一足飛びのシフト

も進んでいる 3)。 
＜顔料＞ 

 顔料とは、着色に用いる粉末で、水やアルコールに溶けないもの 4)である。カドミウムの化合物は、様々

な色調を示すため、顔料として用いられてきた。代表的なものとして、黄色の硫化カドミウム（CdS）か

ら作られるカドミウムイエローや、赤色のセレン化カドミウムから作られるカドミウムレッド等が、絵具

やプラスチックの着色に用いられている。 

＜合金＞ 

合金とは、純金属に対し、他の金属や非金属を加えたものである。一般に、純金属に他の元素を添加す

ることで、金属の特性（融点、磁性、耐熱性など）を変化させることができる。カドミウムは融点の低さ

から合金として低融点はんだなどに利用されている他、摩擦係数の低さと耐久性を生かしたベアリング（軸

受）などにも使用されている。また、中性子を吸収するため、原子炉の制御用材料としても用いられる 4)。 
＜めっき・塩ビ安定剤＞ 

 カドミウムは、金属の防食のためにめっきとして施される他、塩化ビニルが加工時に分解を防ぎ、耐光

性や耐候性が付与するための安定剤として用いられている 5)。  

 
 
5.2 コバルトとリチウムイオン電池について 

5.2.1 コバルト 

コバルトは、1737 年にイギリスのイェオリ・ブラントにより発見された金属である。単体では、銀に似

た灰白色であるが、ガラス内に不純物として混入させることで、深い青色を呈するケイ酸コバルトとなる

ため、金属元素として発見されるより以前の、15 世紀末頃から、ガラスの顔料として使用されてきた。 
コバルトは磁性が強く、融点が高い金属である等の特徴から、現在では、二次電池の正極材料をはじめ、

特殊鋼、超硬工具、触媒、管板棒線、磁性材料など、幅広い分野で用いられている。 
コバルトは主に、銅やニッケルの副産物として生産されており、主要鉱石として、砒コバルト鉱（CoAs）

や輝コバルト鉱（CoAsS）などが挙げられる。鉱石を焙焼（溶解しない範囲で加熱し化学反応を行わせる

工程）して酸化物とし、塩酸に溶かして不純物を除き、適当な還元剤で還元することでコバルトが得られ

る。国内では、住友金属鉱山が唯一の生産者であり、多くを海外からの輸入に頼っている 6)。 
コバルトの主な用途は二次電池関連分野で、リチウムイオン電池やニッケル水素電池の正極材料に用い

られている。そのため、日本は世界を代表する二次電池生産国であると同時に、コバルト需要国でもある。

表 5.2-1 に 2005 年から 2010 年にかけての、世界のコバルトの需要量の国別の推移を示した 6-7)。ここ数年

間は、日本と中国の 2 国で、世界のコバルト需要の半分以上を占めていることが分かる。これには、東ア

ジアに、ソニーやパナソニックなど、世界のリチウムイオン電池メーカーのほとんどが集中していること

が理由として挙げられる。2008 年までは、日本が世界最大のコバルト需要国であったが、中国のリチウム

イオン電池生産の急速な拡大により、2009 年以降は中国が世界最大のコバルト需要国となっている。 

 
表 5.2-1 世界のコバルト需要量（単位：t-Co/年） 
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5.2.2 コバルト使用製品 

＜リチウムイオン電池＞ 

リチウムイオン電池は、正極にリチウムイオン含有の金属

酸化物、負極に炭素材料（カーボン）、電解液には非水系の有

機系電解液を使用している。公称電圧は 3.6～3.7V で、これ

がリチウムイオン電池の大きな特徴となっている。従来の水

系電解液の二次電池では、水が電気分解してしまうため、1.5V
以上の起電力を実現できなかったが、リチウムイオン電池は

非水系電解液を用いることで、3.6~3.7V という高い起電力を

実現している。1991 年に実用化され、翌年の 1992 年には、

ソニーによって世界で初めて市場に投入された 8)。 
リチウムイオン電池の原理は、図 52-1 に示したように、電

解液中でリチウムイオンが正極と負極の間を移動することで、

電気伝導を担い、充放電が行われる仕組みになっている。 

リチウムイオン電池の正極材料には、主にコバルト酸リチ

ウム（LiCoO2）が用いられており、これが世界最大のコバル

ト需要を形成している。しかし、近年では、原料となるコバ

ルトの価格高止まりを受けて、ニッケル酸リチウム（LiNiO2）

やマンガン酸リチウム（LiMn2O4）、さらには 3 元系材料

（LiNiMnCoO2）などの採用も増加している。このように、リ

チウムイオン電池には、希少なリチウムやコバルト、ニッケル、

マンガンなどの金属が用いられているため、従来のニカド電池やニッケル水素電池に比べて、高価な二次

電池であり、資源性の点から、代替素材の開発や適切な回収・リサイクルが望まれている。 
リチウムイオン電池は、小型・軽量である、メモリー効果がない、残存容量を把握できる等の特徴から、

従来の二次電池を代替する形で、携帯電話やノートパソコン、デジタルカメラなど、多くの民生用ポータ

ブル機器やモバイル機器に用いられている。 

 近年では、こういった小型民生用途分野だけに留まらず、よりハイパワーな中型リチウムイオン電池が

開発され、電動工具や電動アシスト自転車などへの搭載も進んできている。 

さらに、長年大きな期待を集めてきた、電気自動車用電池への実用化も、現実のものとなってきており、

最近になってようやく安全性の高い大型リチウムイオン電池が生産されるようになった。そのため、2009

年は「電気自動車元年」と言われており、大型リチウムイオン電池の市場も立ち上がり始めている 8)。 
このような流れの中で、今後、中型・大型リチウムイオン電池の市場が拡大していくと考えられる。さ

らに、従来の携帯機器向けの市場も縮小することなく、ノートパソコン向けを中心に市場が大きくなると

予想されている 8)。 

 
＜ニッケル水素電池＞ 

 ニッケル水素電池は、正極にオキシ水酸化ニッケル、負極に水素吸蔵合金、電解液にアルカリ水溶液を

使用した電池である。公称電圧は 1.2V で、ニカド電池と互換性がある。ニッケル水素電池には、カドミウ

ムが使用されておらず、ニカド電池の約 2 倍のエネルギー密度を有することから、ニカド電池からの代替

が進められてきた。また一次電池からの代替も進んでいるが、一方ではより高性能なリチウムイオン電池

への代替も進んでいる。 
 ニッケル水素電池は、さまざまな用途に使用されており、民生用機器だけでなく、産業用などでも多く

採用されている。主な用途として、コードレス電話、コードレス掃除機、充電式電動工具、電動シェーバ

ーなどが挙げられる。 

また近年では、瞬間的な大電流をとりだすことが可能で、リチウムイオン電池ほど危険性が高くないこ

とから、ハイブリッド自動車に搭載され、大型用途の電池も本格量産となっている。ハイブリッド自動車

図 5.2-1 リチウムイオン電池の原理
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の生産拡大に合わせて、大型ニッケル水素電池の市場は大きく拡大している 9)。 

 
＜特殊鋼＞ 

鉄鋼材料は、普通鋼と特殊鋼に大別される。普通鋼とは、炭素以外におよそ 0.05%以下のリン、硫黄と、

製鋼において必要マンガン、ケイ素、アルミニウムなどをわずかに含む鋼のことである。特殊鋼は、普通

鋼以外の鋼のことを指し、鉄に炭素以外の様々な元素を加えた合金鋼などのことで、主なものとして、構

造用特殊鋼、特殊用途用特殊鋼、工具用特殊鋼の 3 種がある 10)。 

鉄に加える元素によって、鋼材の特性を異なったものに変化させることができ、目的に合わせてさまざ

まな元素が添加される。コバルトは、鋼材に高温下での耐軟化性をもたせるために添加される。コバルト

を含む鋼材の例としては、高速度鋼（高温下で高速でカッティングできる切削工具）や耐熱鋼などが挙げ

られる。 

＜超硬工具＞ 

 超硬工具とは、超硬合金を使用した工具の総称で、金属の切削に用いられる切削工具のほかに、力を加

えて変形させることで材料を目的の形に加工する塑性加工工具、鉱山開発や土木、建設などに用いられる

鉱山土木工具などがある 11)。超硬工具は、金属の切削加工や金型など、高温下での硬度や耐摩耗性が要求

される分野で使われる。超硬工具に用いられる超硬合金は、炭化タングステンにコバルト粉末を結合剤（バ

インダ）として加えることでつくられるものが代表的である。 

＜管板棒線＞ 

 管板棒線とは、金属原料や合金原料が製品化される前段階で、管、板、棒、線の各種形状に成型された

ものを指す。コバルトを合金の添加剤として用いることで、高温下での硬度や耐摩耗性、耐酸化性を有す

るため、耐久性の必要なさまざまな部材に用いられている。 

＜磁性材料・触媒＞ 

コバルトは、磁性を示すため、永久磁石等の磁性材料に用いられている他、 

触媒として石油精製時の脱硫触媒等に用いられている 4)。 

 

 
 
5.3 カドミウムとコバルトのサブスタンスフロー解析（SFA） 

5.3.1 SFA の概要 

1) SFA の概要 

サブスタンスフロー解析（SFA：substance flow analysis）とは、空間と時間で定義されたあるシステ

ム内（国や地域など）における、投入量、排出量、蓄積量について、定量的に分析して、モデル化するこ

とに主眼を置く手法である。SFA はマテリアルフロー解析（MFA：material flow analysis）に包含される

分析手法である。MFA は製品、天然資源、廃棄物等の流れの収支バランスを把握して、分析する手法であ

るのに対し、SFA は製品中の重金属類や有害物質といった微量成分に着目して、製品等のフローとその中

における有害物質等のフローの位置づけを解析することを主眼としている 12)。 

 
2) 本ＳＦＡの目的及び推定方法 

一般的な SFA の目的は、ある特定の化学物質に着目して、投入、排出、蓄積の挙動を把握、分析するこ

とである。本研究では、二次電池に含まれるカドミウムとコバルトについて、小形二次電池内蔵製品を含

めた挙動の推定を行う。また、自動車や自転車の大型電池についても、電池の統計データに含まれている

ため、一部、本推定の対象となっている。本 SFA では、最終製品に組み込まれた小形二次電池の挙動を把

握することで、環境影響評価やリスク抑制・資源循環策の検討に結び付けることを大きな目的としている。 

本研究における SFA の対象物質はカドミウムとコバルトとし、システム境界は日本とした。ここでは、

日本から国外への輸出及び、国外からの日本への輸入も SFA の対象とした。 

 カドミウムについては 2001 年から 2010 年、コバルトについては 2002 年から 2010 年の期間を対象に

SFA を実施した。本研究で、調査対象とした製品及び、ライフサイクルの各段階を表 5.3-1、表 5.3-2 に示
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原料段階 最終製品段階

Input 年初在庫 ○ ○ ○
国内生産 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
国外生産 ○ ○ ○

Output 国内販売 ○ ○ ○
国外販売 ○ ○ ○
年末在庫 ○ ○ ○

中間製品段階

Co Li-ion電池Ni-MH電池
Li-ion電池
内蔵製品

触媒超硬工具特殊鋼 その他磁性材料管板棒線

原料段階

Input 年初在庫 ○ ○ ○
国内生産 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
国外生産 ○ ○ ○

Output 国内販売 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
国外販売 ○ ○ ○
年末在庫 ○ ○ ○

最終製品段階

NiCd電池
内蔵製品

顔料 合金 めっき

中間製品段階

Cd その他めっき合金顔料NiCd電池 その他

した。 

表 5.3-1 調査対象としたカドミウム使用製品とライフサイクル 

 

 
 

 
 

 
表 5.3-2 調査対象としたコバルト使用製品とライフサイクル 

 
 

 
 

 
 
＜原料段階における推定方法＞ 

カドミウムについては、国内需給表 2)を用いた。需給表には、カドミウムの生産、輸出入、需要の内訳

データのすべてが搭載されており、これをそのままフローに反映させた。 
コバルトについては、コバルト使用製品をすべて網羅している需給表が得られなかったため、それぞれ

別々の統計データから需給表を作成した。主に鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計の値を用い、輸出入量につ

いては貿易統計、二次電池への需要については機械統計を用いて推定を行った。 

 
＜中間製品段階及び、最終製品段階における推定方法＞ 

中間製品とは、製造の中間工程でつくられるもののことで、電池のように最終製品に組み込まれるもの

や、最終製品の製造に用いられもののことである。カドミウムフローでは、単体としてのニカド電池だけ

でなく、顔料、合金、めっき、その他カドミウム使用製品も、中間製品として考えている。 
ここでは、得ることのできた統計データの違いから、2 つの推定方法を用いている。単体としての電池

及び、電池内蔵製品については、次に示す推定方法 A-1~A-3 を、それ以外の製品については、推定方法 B
を用いて推定を行った。 

＜推定方法 A-1＞ 

 電池及び電池内蔵製品については，貿易統計の輸出入量データ及び、機械統計の生産量・販売量・在庫

量のデータが得られた製品については、次に示す推定方法を用いた。 
まず注意するべき点は、貿易統計における輸入量データは、機械統計の対象となっている企業により輸

入販売されるものだけでなく、機械統計の対象となっていない輸入業者等により直接販売されるものも含

まれるという点である。つまり、貿易統計における輸入量データの一部は、機械統計では計上されていな

いことになる。そこで、貿易統計の輸入全量の中で直接販売の占める割合を、直接販売された比率 x(%)と
して、ある t 年における各インベントリを次の式で推定した。また、貿易統計において輸出量として計上

されているものは、すべて国外において販売されるものとした。 
     SST（年初在庫） = stt－1 

     DP（国内生産） = pt－(1－x)・it 

     FP（輸入） = it 

       DS（国内販売） = st－et＋x・it 

     FS（輸出） = et 

       EST（年末在庫） = stt 

pt, st, stt：機械統計における生産量、販売量、在庫量 

et, it：貿易統計における輸出量、輸入量 
直接販売比率 x(%)は次のようにして算出した。フローにおける国内への流入量と国外への流出量は等し
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input        output

輸出ＦＳ

国内販売ＤＳ

直接販売it・ｘ

販売ｓｔ

輸入ＦＰ

輸入受入（１－ｘ）ｉｔ

国内生産ＤＰ

年初在庫ＳＳＴ 年末在庫EＳＴ

生産ｐｔ

くなるとすると、次の式が成り立つ。 

DP＋FP＋SST＝DS＋FS＋EST 
この式を変形すると、 

DS＝DP＋FP＋SST－FS－EST 
となる。上式で、左辺の国内販売量

（直接販売を含む）が、右辺の値に近

くなるようにして、直接販売比率 x（%）

を設定した。 
 これらの各統計値の関係性について、

図 5.3-1 に示した。 

 
図 5.3-1 各統計値の関係性 

＜推定方法 A-2＞ 

推定方法 A-1 で、機械統計に生産量のデータのみが掲載されていて、販売量と在庫量のデータが得られ

なかった製品については、販売量と在庫量の推定を行った。 

まず在庫量については、その製品と類似した製品の生産量と在庫量の比率を用いることによって推定し、

こうして求めた在庫量の推定値を用いて販売量の推定を行った。直接販売比率 x(%)の設定方法と同様に、

フローにおける収支を考えると、生産量は、販売量と蓄積量の和に等しくなるから、次の式が成り立つ。 
pt = st＋stt－stt-1 

ただし、機械統計における、受入量（同一企業内の他工場から受け入れる等）とその他出荷（同一企業内

の他工場に出荷する等）がほぼ等しい値であると仮定している。 

上の式を変形して、販売量は 
  s t = pt＋stt-1－stt 

と計算することができる。 
このようにして得た、販売量と在庫量の推定値を用いて、推定方法 A-1 と同様の計算を行った。これを

推定方法 A-2 とする。 

 
＜推定方法 A-3＞ 

 貿易統計や機械統計に項目が存在しない製品については、その製品を含む項目等から、輸出入量データ

及び、生産量・販売量・在庫量データの推定を行った。このような推定値を用いて、推定方法 A-1 と同様

の計算行った場合、推定方法 A-3 として区別した。 

 
＜推定方法 B＞ 

電池使用製品以外の製品については、貿易統計・機械統計からは、製品使用の内訳が把握できなかった。

そこで、カドミウムフローについては、原料段階で使用したカドミウムの国内需給表の製品への使用内訳

（内需）を用いて推定を行った。ここでは、原料のすべてが国内での製品製造に用いられ、国内で販売さ

れるものと仮定している。つまり、在庫量や輸出入量はないものとして、国内販売量についてのみ推定を

行った。 
しかし、コバルトフローについては、二次電池以外のコバルト使用製品の内訳が小さくないことや製品

の特性から、在庫量や輸出入量を無視したフローは適切でないと判断した。また、ニッケル水素電池につ

いても、二次電池以外のコバルト使用製品と同程度の需要量であったことを踏まえて、中間製品段階以降

では、リチウムイオン電池とリチウムイオン電池使用製品に限定したフローを作成し、それ以外の製品に

ついてはフローに記載していない。 

 
＜使用・排出段階及び、廃製品段階における推定方法＞ 

 消費者による製品使用後のフローを推定するに当たって、本研究では、その年の国内販売量と排出量が

等しいと仮定している。つまり、消費者の製品購入がすべて買い替えによるものであるとした。 
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暦年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
期初在庫 243,766 502,719 340,768 458,804 177,347 451,459 574,576 319,584 350,415 359,058
生産 2,467,547 2,426,153 2,496,118 2,160,012 2,247,973 2,430,106 2,090,926 2,249,347 2,127,598 2,340,876
輸入 2,463,148 2,818,694 3,819,775 2,626,077 3,072,028 1,743,592 1,455,240 1,724,621 385,105 255,000
供給計 5,174,461 5,747,566 6,656,661 5,244,893 5,497,348 4,625,157 4,120,742 4,293,552 2,863,118 2,954,934

内需（見掛値） 4,650,302 5,371,638 6,062,157 4,815,847 4,665,098 3,102,632 2,953,920 3,324,631 1,098,738 1,802,634

内需（報告値） 2,208,594 2,588,104 2,378,082 2,441,469 1,934,133 2,046,891 2,016,236 1,996,863 1,264,917 1,915,805

電池 2,026,737 2,436,956 2,210,845 2,363,101 1,868,821 1,970,268 1,907,194 1,916,847 1,237,956 1,881,972
顔料 2,759 3,665 1,607 4,004 2,003 0 40,028 50,539 9,985 0
合金 40,029 31,803 27,298 35,767 18,883 12,649 10,651 13,385 5,261 1,251
塩ビ安定剤 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
めっき 555 988 3,396 718 631 591 467 585 325 195
その他 138,514 114,692 134,936 37,879 43,795 63,383 57,896 15,507 11,390 32,387
輸出 21,440 35,160 135,700 251,699 380,791 947,949 847,238 618,506 1,405,322 854,574

期末在庫 502,719 340,768 458,804 177,347 451,459 574,576 319,584 350,415 359,058 297,726

廃製品段階

自主回収

電池取り外し

使用・排出段階

回収

廃棄

退蔵
不燃ごみ

可燃ごみ 焼却

埋立

使用済み

製品 廃棄/退蔵
可燃ごみ/不燃ごみ

焼却/埋立

アンケート調査アンケート調査
アンケート調査

文献値 文献値

回収
リサイクル実績値と

アンケート調査を併用
アンケート調査

アンケート調査

Ｃｄ Ｃｏ

使用済み製品の排出ルートについては、全量が回収・廃棄・退蔵の 3 つのいずれかのルートに移行する

とした。廃棄ルートに関しては、より詳しいルートに分けて考えている。 
次に、本研究で対象とする製品使用後の排出ルート及び、各ルートへの移行率の推定方法の概要を、そ

れぞれ図 5.3-2 及び表 5.3-3 に示した。 

 
表 5.3-3 各ルートへの分配率の推定方法 

 

 
 

 
 

 
図 5.3-2 使用済み製品の流れ 

 
回収ルートへ移行する製品のうち、携帯電話とノートパソコンについては、法人により自主回収が行わ

れている。公表されているリサイクル実施状況から、携帯電話については電池の回収量を、ノートパソコ

ンについては本体の回収量（電池を含む）を把握することができた 13-14)。それ以外の製品については、製

品廃棄時の電池取り外しの実施についてのアンケート調査結果のみを用いて、回収量の推定を行った。こ

のようにして、最終製品のフローから電池の回収量の推定を行ったが、実際の回収量は JBRC により公表

されているため、フローにはそちらの数値を用いた。 
製品から取り外されずに廃棄ルートへ移行した電池については、可燃ごみまたは不燃ごみのどちらかの

ルートへ移行し、その後、直接埋め立てまたは焼却のどちらかのルートへ移行したと考えた。それぞれの

ルートへの移行率については、主にアンケート調査から推定を行った。 

一部アンケート調査を行っていない製品については、他製品のアンケート調査結果や文献値等から移行

率を設定している。 

 
5.3.2 カドミウムのサブスタンスフロー 

1) 各段階での推定方法について 

＜原料段階における推定方法＞ 

カドミウムの原料段階におけるフロー推定には、財団法人金属鉱山会・日本鉱業協会が公表しているカ

ドミウム需給表を用いた。この需給表には、見掛け値と報告値の 2 つの内需のデータが掲載されている。

見掛け値とは、供給側の報告を基に作成されているので、消費者側の報告を基に作成した報告値よりも、

実需に近いと推測される。しかし、製品ごとの需要内訳については、報告値をベースとしたものが需給表

に掲載されている。そこで、この製品ごとの需要量の比を、見掛け値に掛けることで、見掛け値ベースの

製品ごとの需要内訳を算出し、これを補正値としてフロー推定に使用した。実際には、見掛け値と報告値

との差分はいくつかの製品に偏っている可能性も考えられるが、近年になるほど差分は小さくなっている

こともあり、現状ではこのような計算を行った。補正前と補正後の国内需給表を表 5.3-4、表 5.3-5 に示し

た。 
表 5.3-4 カドミウムの国内需給表（単位：kg-Cd/年） 
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暦年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
期初在庫 243,766 502,719 340,768 458,804 177,347 451,459 574,576 319,584 350,415 359,058
生産 2,467,547 2,426,153 2,496,118 2,160,012 2,247,973 2,430,106 2,090,926 2,249,347 2,127,598 2,340,876
輸入 2,463,148 2,818,694 3,819,775 2,626,077 3,072,028 1,743,592 1,455,240 1,724,621 385,105 255,000
供給計 5,174,461 5,747,566 6,656,661 5,244,893 5,497,348 4,625,157 4,120,742 4,293,552 2,863,118 2,954,934

内需（見掛値） 4,650,302 5,371,638 6,062,157 4,815,847 4,665,098 3,102,632 2,953,920 3,324,631 1,098,738 1,802,634

内需（報告値） 2,208,594 2,588,104 2,378,082 2,441,469 1,934,133 2,046,891 2,016,236 1,996,863 1,264,917 1,915,805
電池 4,267,391 5,057,929 5,635,842 4,661,263 4,507,567 2,986,488 2,794,166 3,191,410 1,075,319 1,770,799
顔料 5,808 7,606 4,098 7,898 4,833 0 58,644 84,143 8,673 0
合金 84,282 66,007 69,588 70,552 45,545 19,174 15,606 22,285 4,570 1,177
塩ビ安定剤 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
めっき 1,167 2,052 8,657 1,416 1,521 897 685 974 282 184
その他 291,648 238,044 343,979 74,718 105,632 96,073 84,822 25,819 9,894 30,474
輸出 21,440 35,160 135,700 251,699 380,791 947,949 847,238 618,506 1,405,322 854,574
期末在庫 502,719 340,768 458,804 177,347 451,459 574,576 319,584 350,415 359,058 297,726

充電式電動工具
充電式

電動シェーバー
コードレスホン

コードレス
クリーナー

推定製品当たりセル数 36 1.5 4 10
推定採用率（～2006年） 76% 50% 83% 80%
推定採用率（2007年～） 64% 50% 38% 80%

貿易統計
生産量 販売量 在庫量 輸出入量

ニカド電池 統計値 推定値 統計値 統計値 Ａ－１
充電式電動工具 推定値 推定値 推定値 推定値 Ａ－３
充電式電動シェーバー 統計値 推定値 統計値 統計値 Ａ－１
コードレスホン（電話機子機） 統計値 推定値 推定値 統計値 Ａ－２
コードレスホン（ＦＡＸ子機） 統計値 推定値 統計値 統計値 Ａ－１
コードレスクリーナー 統計値 推定値 推定値 推定値 Ａ－２
顔料 － 統計値※ － － Ｂ
合金 － 統計値※ － － Ｂ
塩ビ安定剤 － 統計値※ － － Ｂ
めっき － 統計値※ － － Ｂ
その他 － 統計値※ － － Ｂ

機械統計
推定方法

表 5.3-5 補正後のカドミウムの国内需給表（単位：kg-Cd/年） 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
＜中間製品・最終製品段階における推定方法＞ 

 フローを推定するに当たって、ニカド電池使用製品については、前述の推定方法 A-1~A-3 を、それ以外

のカドミウム使用製品については、推定方法 B を用いて推定を行っている。ニカド電池使用製品の使用統

計情報と推定方法について、表 5.3-6 に示した。 

 
表 5.3-6 ニカド電池使用製品の統計情報と推定方法 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

※表 5.3-5 のカドミウムの需給表の補正値を使用 

 
 推定方法 B を用いたその他のカドミウム使用製品については、輸出入が行われず、国内で生産されたも

のが全て国内で消費されると仮定している。そのため、フロー推定に当たっては、販売量のみを考えてい

る。 
 次に、このようにして統計値や推定値から得た各製品数から、カドミウム量へと換算することを考える。

そのためには、まず、各製品のニカド電池採用率を推定する必要がある。さらに、製品当たりに使用され

ているニカド電池のセル数、ニカド電池のセル当たりのカドミウム含有量を推定して、製品数にこれらの

数値をそれぞれ掛けることで、カドミウム量に換算することができる。 
カドミウム量（Cd-kg）＝製品数（unit）×製品のニカド電池採用率（%） 

×製品当たり使用セル数（cell/unit）×セル当たりカドミウム量（Cd-kg/cell） 
ここで、セルという単位は、単電池一つを意味する。対象とするニカド電池使用製品における、製品当

たり使用セル数については、宮島 15)の値を用いた。各製品へのニカド電池の採用率については、文献 9,16)

の数値を参考に、2006年以前と2007年以降で異なる値を使用している。それぞれ使用した統計値を表5.3-7

に示した。 
表 5.3-7 ニカド電池使用製品の使用統計値 
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廃棄移行率 退蔵移行率 推定方法
充電式電動工具 10% 90% 文献値から推定
充電式電動シェーバー 40% 60% アンケート調査
コードレスホン 27% 73% アンケート調査
コードレスクリーナー 26% 74% アンケート調査
その他ニカド電池内蔵製品 26% 74% 上記4製品の平均値
ニカド電池（単体販売） 26% 74% 上記4製品の平均値
顔料 100% 0% 退蔵されないと仮定
合金 100% 0% 退蔵されないと仮定
めっき 100% 0% 退蔵されないと仮定
その他 100% 0% 退蔵されないと仮定

可燃ごみ 不燃ごみ
充電式電動工具 5% 95%
充電式電動シェーバー 16% 84%
コードレスホン 18% 82%
コードレスクリーナー 8% 92%
その他ニカド電池内蔵製品 10% 90%
ニカド電池（単体販売） 12% 88%
顔料 50% 50%
合金 30% 70%
めっき 30% 70%
その他 50% 50%

回収協力率 推定方法
充電式電動工具 12% 下記３製品の平均値
充電式電動シェーバー 8% アンケート調査
コードレスホン 19% アンケート調査
コードレスクリーナー 10% アンケート調査
その他ニカド電池内蔵製品 25% 電池工業会の回収率
ニカド電池（単体販売） 12% 上記4製品の平均値
顔料 0% 回収されないと仮定
合金 0% 回収されないと仮定
めっき 0% 回収されないと仮定
その他 0% 回収されないと仮定

また、ニカド電池のセル当たりのカドミウム含有量は、宮島 17)の値を用い、8.6g として計算した。 

上記の 4 製品以外のニカド電池使用製品については、その他のニカド電池使用製品と一括りにして、次

の方法で推定した。まず、国内で単体販売されるニカド電池は、国内出荷量の約 3%である 18)ことから、

最終製品に組み込まれて販売されるニカド電池量を推定した。そこから、4 製品に組み込まれて販売され

るニカド電池量を引いたものを、4 製品以外の製品に組み込まれているニカド電池量とした。また、推定

に用いる使用統計値については、4 製品の平均を用いた。 

 
＜使用・排出段階における推定方法＞ 

ニカド電池使用製品本体については、ノートパソコンや携帯電話のように、法人等の製品回収によるリ

サイクル実績が得られなかったため、使用済み製品本体は、廃棄ルートと退蔵ルートのいずれかへ移行す

るものとした。また、廃棄ルートへ移行する製品のうち、電池が取り外されているものは、回収されると

仮定して、回収量を推定した。 
廃棄への移行率及び、回収への協力率（電池取り外し率）は、宮島によるアンケート調査等から推定し

ている。アンケート調査を実施していない製品については、他製品のアンケート調査結果や文献値 18)から

推定している。 

廃棄・退蔵への移行率及び、回収への協力率の推定結果と推定方法を、次の表 5.3-8、表 5.3-9 に示した。 

 
表 5.3-8 ニカド電池使用製品の廃棄・退蔵への移行率 

 

 
 

 
 

 
 

 
表 5.3-9 ニカド電池使用製品の回収協力率 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
＜廃製品段階における推定方法＞ 

製品から取り外されずに廃棄ルートへ移行した電池は、可燃ごみ、不燃ごみのいずれかに移行するとし、

それぞれのルートへの移行率は、表 5.3-10 の宮島によるアンケート調査等による暫定値を使用した。 

表 5.3-10 ニカド電池使用製品の可燃ごみ・不燃ごみへの移行率 
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 可燃ごみ及び、不燃ごみへ移行した廃製品は、ごみ処理施設で処理された後、直接埋め立てられるか、

焼却処理される。可燃ごみと不燃ごみの、焼却・直接埋立への移行率については、宮島 17)による設定値を

使用した。 
表 5.3-11 ごみの種類による焼却及び直接埋立への移行率 

 
 

 
 
2) カドミウムフローの推定結果と各段階での考察 

日本におけるカドミウムフローの推定結果を、2001 年、2006 年、2010 年に分けて、図 5.2-3～5 に示

した。 

図 5.3-3 日本における 2001 年のカドミウムフローの推定結果 

図 5.3-4  日本における 2006 年のカドミウムフローの推定結果 
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＜フロー全体の特徴＞ 

 国内におけるカドミウムフローの大部分は、ニカド電池及び、ニカド電池内蔵製品で占められている。 

カドミウムの原料調達は、国内生産と海外からの輸入の両方から賄われているが、近年は主に国内生産

によって賄われている。 

国内で生産されたニカド電池の大半が、中間製品として主に海外へ輸出されていることが特徴的である。

また、ニカド電池内蔵製品については、国内生産と同程度の量が輸入されており、その多くが国内で販売

されていることが分かる。製品使用後は、過半数がストックとして退蔵されており、残りの多くは焼却・

直接埋立が多くを占めていたが、近年では回収と同程度となっている。 

 
＜原料段階の推定結果の考察＞ 

2001 年から 2010 年にかけて、日本におけるカドミウムの原料段階でのフローは、非常に特徴的な変化

が見られた。 

カドミウムは、国内で亜鉛製錬の副産物として生産されており、不足分を海外からの輸入により調達し

ている。この 10 年間で、国内生産はおよ

そ 2,500t でほぼ横ばいであるのに対し、カ

ドミウムの輸入量が 2,500t から 255t と大

きく減少しているのは、国内のニカド電池

の生産量が、カドミウム換算で 4,300t から

1800t と大きく減少したためである。 
図 5.3-6 に、2001 年から 2010 年にかけ

ての、カドミウムの輸入量とニカド電池向

けのカドミウムの需要量の推移を示した。 

 
 

図 5.3-6 カドミウムの輸入量とニカド電池向けカドミウム需要量 

図 5.3-5 日本における 2010 年のカドミウムフローの推定結果 
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2003 年以降、国内のニカド電池の生産量

が大きく減少した理由には、国内でのニカド

電池需要量が大きく減少したことに加えて、

国内のニカド電池工場が中国へ移転した 16)

こと等が挙げられる。 

そのため、2001 年には 21t とわずかであ

ったカドミウムの輸出量は、2010 年には

850t と大きく増加している。カドミウムの

輸出量と輸出先の推移を図 5.3-7 に示した。 

近年では、中国以外にもインドやオランダ

などに輸出されているが、これは国内で余剰

になったカドミウムが輸出されているもの

と思われる。 

カドミウムは、国内の亜鉛製錬の副産物と

して生産されるので、亜鉛の生産が続く限り、

副次的にカドミウムが生産され続ける。国内における亜

鉛の生産量 19)を図 5.3-8 に示した。 

国内の亜鉛生産量は、減少傾向にあるものの、それほ

ど大きくは減少していない。一方で、国内では前述の通

り、カドミウムの需要量は急激に減少しており、この傾

向は今後も続くと思われる。そのため、今後、余剰なカ

ドミウムは増加していく見込みで水銀等の有害金属のよ

うに、永久保管等の対処を検討する必要性が出てくる可

能性がある 2)。 

 
＜中間製品・最終製品段階の推定結果の考察＞ 

 2001 年から 2010 年にかけて、中間製品・最終製品段

階のフローでは、特に中間製品である単

体としてのニカド電池の輸出量が、

3,700t から 1,600t と大きく減少してい

る。これが先程の原料段階における、国

内のニカド電池の生産量の減少に大き

く寄与している。 

日本のニカド電池の輸出量の減少を

考えるために、日本のニカド電池の輸出

量及び、世界のカドミウムの消費量の推

移を、図 5.3-9 に示した。 

この図からは、2006 年以降は、世界

のカドミウムの消費量は増加傾向であ

ることが分かる。これには、カドミウム

の主用途であるニカド電池の需要量が、

アジアを中心に増加傾向にある 2)ことが影響しており、2006 年以降の日本のニカド電池の輸出量の減少を

説明できない。 

そこで、日本に代わって、他の国によるニカド電池の輸出量が増加している可能性が考えられ、とくに

中国の存在は非常に大きいと思われる。中国はカドミウムの生産・消費ともに世界第 1 位であり 2)、2005

年以降については数値が公表されていないが、亜鉛生産の増加から、カドミウム生産・消費も、増加傾向

にあると推定される。 
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2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
JBRCニカド電池回収量（t） 834 888 975 947 931 1030 984 984 856
カドミウム換算値（t-Cd/年） 166.8 177.6 195.0 189.4 186.2 206.0 196.8 196.8 171.2

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
充電式電動工具 3.92 3.97 4.26 4.21 4.20 4.03 3.40 3.50 2.81 2.38
充電式電動シェーバー 1.68 1.86 1.89 1.70 0.92 0.91 1.18 1.13 1.23 1.35
コードレスホン 9.45 8.12 6.58 5.35 5.88 4.93 1.72 1.11 1.52 1.66
コードレスクリーナー 3.12 2.97 2.50 1.73 2.08 2.07 1.56 1.63 1.44 1.37
その他NiCd内蔵製品 48.10 38.60 30.61 35.92 9.61 14.58 12.75 6.71 21.42 22.68
NiCd一次製品のまま販売 1.40 1.23 1.09 1.10 0.70 0.75 0.59 0.50 0.67 0.66
合計 67.68 56.74 46.92 50.01 23.38 27.26 21.20 14.57 29.09 30.11

よって、中国によるニカド電池の生産も増加傾向である可能性が高いと思われ、これにより、日本の輸

出量が減少した可能性があるのではないかと推察した。 
 また、2001 年から 2010 年にかけて、ニカド電池の輸出量だけでなく、国内需要量も 920t から 320t と、

約 3 分の 1 に縮小しており、最終製品であるニカド電池内蔵製品の国内需要が 1,470t から 690t へと大き

く減少したことを受けた結果となった。 

 
＜使用・排出段階及び、廃製品段階の推定結果の考察＞ 

 ここまで見てきたように、2001 年から 2010 年にかけて、カドミウムフローは全体的に縮小しており、

使用・排出段階のフローも半分以下に縮小する結果となった。特に埋立量については、659t から 159t へ

と大きく減少している。これは、国内ではニカド電池以外の製品には、カドミウムが使用されなくなって

きており、そのため国内需要が 380tから 31tへと激減したことが影響している。ニカド電池以外の製品は、

回収も退蔵もされずに廃棄されると仮定しているので、需要量の減少分がそのまま埋立量の減少につなが

る推定結果となった。 

 フローが全体的に縮小している中で、カドミウムの回収量は 126t から 171t と唯一増加している。この

値は、本研究で電池の取り外し協力率等から推定したものではなく、JBRC によるニカド電池の回収量に、

カドミウム含有比率を 20%乗じることで推定したものである。 
次の表 5.3-12、表 5.3-13 に、両者の推定結果を示した。両者を比較すると、JBRC による実際の回収量

が、本研究での推定結果を大きく上回っていることが分かった。 

 
表 5.3-12 カドミウムの回収量の推定結果（t-Cd/年） 

 

 
 

 
 

表 5.3-13 JBRC によるカドミウム回収量の推定結果 

 

 
 
 本研究では、消費者による購入はすべて買い替えによるものと仮定しているが、最終製品購入から、使

用済みとなった製品が回収ルートに排出されるまでにタイムラグがあることが、一因として考えられる。

電池工業会によると、小形二次電池は、もう使えないかどうか分からない等の理由により、製品寿命後も

直ちに排出されず、排出までに約 8 年のタイムラグがあるとされている。しかし、例えば 2002 年の回収

量の推定結果は 56.74t であるが、8 年後の 2010 年における JBRC による実際の回収量は 196.8t であり、

まだ 3 倍以上の差異が見られることになる。これについては、 

・ 退蔵からの廃棄を考慮していないことによる過少評価の可能性 
・ 退蔵へのフロー（移行率）が過大評価になっている可能性 

・ 回収協力率（ここでは取り外し率に等しいと仮定）が過少評価になっている可能性 
などが考えられ、今後の検証課題と考えられる。 
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Co輸出 Co輸入

HS8105.20-000  マット・塊・粉 HS8105.20-000  マット・塊・粉

HS8105.30-000  くず HS8105.30-000  くず

HS8105.90-000  その他 HS8105.90-000  その他 

HS2822.00-000  酸化物・水酸化物（×0.684で算出HS2822.00-090　水酸化物（×0.634で算出)

HS2822.00-010  酸化物（×0.734で算出）

5.3.3 コバルトのサブスタンスフロー 

1) 各段階での推定方法について 

＜原料段階における推定方法＞ 

原料コバルトの輸出量・輸入量については、表 5.3-14 の貿易統計から得られる情報をもとに推定を行っ

た。用いた統計情報のうち、コバルトの酸化物・水酸化物については、それぞれコバルト含有比を算出し

て乗じることにより推定した 20)。輸出量については、酸化物と水酸化物が一括りになっていたため、コバ

ルト含有比については両者の平均値を使用した。コバルトのマット・塊・粉及び、くず、その他について

は、コバルト含有比率を 100%として計算した。 

 
表 5.3-14 コバルトの輸出入量の推定に用いた貿易統計上のデータ 

 

 
 

 
 

 
コバルトの輸出入量以外の推定には、主に経済産業省の鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計 21)を用いたが、

この中には二次電池向けの需要が含まれていない。そこで、二次電池については、機械統計の生産量に、

単位重量及び、コバルト含有比率 19.6%を乗じることで算出した。これは、4 章 1 節にて測定した PC 用

リチウムイオン電池のコバルト平均濃度（16%）と携帯電話用リチウム電池のコバルト平均濃度（23%）

の平均として求めた。欧州の報告書では 18%22)と類似しており、妥当と考えた。単位重量は、貿易統計に

おいて把握できる年ごとの二次電池の輸出入の個数と重量から算出した。このようにして作成したコバル

トの国内需要を表 5.3-14 に示した。 

 
＜中間製品・最終製品段階における推定方法＞ 

 中間製品段階以降のフローでは、その他のコバルト使用製品については考えず、リチウムイオン電池使

用製品のみを対象とした。まず、リチウムイオン電池使用製品の使用統計情報と推定方法について、表

5.3-15 に示した。 

 
表 5.3-15 リチウムイオン電池使用製品の統計情報と推定方法 

 

 
 

 
 

 
※リチウムイオン電池の輸入量については、貿易統計からデータを得られなかったため、リチウムイオン電池の直接販売率を 10%と仮定

して、＜推定方法Ａ－１＞における、DP＋FP＋SST＝DS＋FS＋EST の式が成り立つように設定した。 

  
次に、これらの統計値及び、推定値からコバルト量に換算するに当たって、次の計算式を用いた。 

 
コバルト量（Co-kg）＝製品数（unit）×製品のリチウムイオン電池採用率（%） 

×製品当たり使用リチウムイオン電池重量（kg/unit）×Li-ion 電池コバルト含有比率（%） 

 
各製品のリチウムイオン電池採用率については、主に文献 3,8,9,16)の値を参考に設定した。リチウムイオ

ン電池を使用した充電式電動工具については、国内で市場に投入されたのは2005年からである 8)ことから、

翌年の 2006 年以降についてのみ推定を行った。デジタルカメラについては、京都市の廃家電回収により回

収された、デジタルカメラ中に取り外されずに残っていた電池の内訳調査結果を使用した。 

生産量 販売量 在庫量 輸入量 輸出量
リチウムイオン電池 統計値 推定値 統計値 推定値※ 統計値 Ａ－１
携帯電話 統計値 推定値 統計値 統計値 統計値 Ａ－１
ノートパソコン 統計値 推定値 統計値 統計値 統計値 Ａ－１
ビデオカメラ 統計値 推定値 統計値 統計値 統計値 Ａ－１
デジタルカメラ 統計値 推定値 統計値 統計値 統計値 Ａ－１
充電式電動工具 推定値 推定値 推定値 推定値 推定値 Ａ－３

機械統計
推定方法

貿易統計
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リチウムイオン電池重量(g)
携帯電話 20
ノートパソコン 355
ビデオカメラ 118
デジタルカメラ 31
充電式電動工具 1515（3unit）

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
電池回収数(千個) 9,727 10,247 7,312 6,575 6,133 7,198 8,388 9,188 10,085
電池回収重量（ｔ） 193 187 159 132 125 145 167 191 198

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
17,557 28,273 38,834 48,106 60,705 69,277 86,084ノートPC回収量（台）

 
表 5.3-16 各製品のリチウムイオン電池の推定採用率と推定方法 

  推定採用率 推定に用いた文献 

携帯電話 100% リチウムイオン電池の開発と市場 20108) 

ノートパソコン 95% リチウムイオン電池の開発と市場 20108) 

ビデオカメラ 55% 

本研究の第 3 章 6 節の調査結果 デジタルカメラ 58% 

充電式電動工具 22% 

 
それぞれの製品に用いられているリチウムイオン電池の重量については、主にカタログ値から推定を行

った。携帯電話の電池については、モバイル・リサイクル・ネットワーク 13)により公表されている、回収

電池の重量と数量（表 5.3-18）から単位重量を算出した。また充電式電動工具については、製品に交換用

の電池が付属していることを考慮して、3 ユニット分の重量とした 17)。推定結果を表 5.3-17 に示した。 

各製品のリチウムイオン電池のコバルト含有比率は、本研究の 4 章 1 節の結果を参考に 19.6%とし、す

べての製品で同じであると仮定した。上記 5 製品以外のリチウムイオン電池使用製品については、リチウ

ムイオン電池の製品別の販売割合 9)を用いることで、5 製品から推定した。国内で販売されるリチウムイオ

ン電池の 87%が 5 製品に、10%が 5 製品以外の製品に組み込まれて販売されるとし、残りの 3%のリチウ

ムイオン電池が単体販売される 18)とした。 

 
表 5.3-17 各製品に使用されるリチウムイオン電池重量の推定結果 

 

 
 

 
 

 
＜使用・排出段階における推定方法＞ 

リチウムイオン電池使用製品の内、携帯電話とノートパソコンについては法人による自主回収が行われ

ており、製品に内蔵された電池も回収されている。これらの電池は、廃棄・退蔵ルートへ移行せず、回収

ルートへ移行するとした。 
携帯電話は、モバイル・リサイクル・ネットワーク 13)により、全国約 9,000 店舗の専売店を中心に回収

が行われており、回収した電池の数量についても公表されている。モバイル・リサイクル・ネットワーク

による、携帯電話の電池の回収実績を、表 5.3-18 に示した。 

 
表 5.3-18 携帯電話の電池回収実績 

 
 

 
ノートパソコンについては、パソコン 3R 推進協会 14)による回収が行われており、2004 年以降の回収実

績が公表されているが、電池の回収量については公表されていない。そこで、消費者がノートパソコンを

回収に出す際、電池は取り外されないと仮定し、ノートパソコンと電池の回収量は等しいと仮定した。パ

ソコン 3R 推進協会によるノートパソコンの回収実績を、表 5.3-19 に示した。 

 
表 5.3-19 ノートパソコンの回収実績とコバルト換算量 
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消費者による製品使用後のフローを推定するに当たって、本研究では、その年の国内販売量と排出量が

等しいと仮定している。つまり、消費者の製品購入がすべて買い替えによるものであるとした。使用済み

製品の排出ルートについては、全量が回収・廃棄・退蔵の 3 つのいずれかのルートに移行するとした。各

製品のフローは図 5.3-10 に示す通りと仮定した。回収ルートへ移行する製品のうち、携帯電話とノート

PC については、前述の通り法人により自主回収が行われている。また、電池単体については、JBRC によ

り公表されている回収量の値がある。それ以外の製品については、製品廃棄時の電池取り外しの実施につ

いてのアンケート調査結果（本研究 3 章 6 節）を用いて、回収量の推定を行った。製品から取り外されず

に廃棄ルートへ移行した電池（表 5.3-20 の廃棄移行率に該当）については、可燃または不燃ごみへ移行し、

その後、直接埋め立てまたは焼却のどちらかへ移行したと考えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3-10 使用済み製品についての推定フロー 

 
表 5.3-20 リチウムイオン電池使用製品の廃棄・退蔵への移行率 

 廃棄移行率 退蔵移行率 推定方法 
携帯電話 33% 67% 環境省アンケート 23) 
ノートパソコン 61% 39% 環境省アンケート 23) 
ビデオカメラ 51% 49% デジタルカメラの値を使用 
デジタルカメラ 51% 49% 環境省アンケート 23) 
充電式電動工具 10% 90% Cd フローでの推定値 
その他 Li-ion 使用製品 41% 59% 上記 5 製品の平均値 
リチウムイオン電池（単体販売） 42% 58% 本研究 3 章 6 節の結果 
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図 5.3-11 日本における 2002 年のコバルトフローの推定結果（t-Co/年） 

＜廃製品段階における推定方法＞ 

電池が取り外されずに廃棄ルートへ移行した製品の、可燃ごみ・不燃ごみへの移行率は、表 5.3-21 に示

した暫定値を用いた。可燃ごみ・不燃ごみの焼却・直接埋立の移行率については、表 5.3-11 のカドミウム

フローでの設定値と同じとした。 

 
表 5.3-21 リチウムイオン電池使用製品の可燃ごみ・不燃ごみへの移行率 

 

 
 

 
 

 
 

 
2) コバルトフローの推定結果と各段階での考察 

日本におけるコバルトフローの推定結果を、2002 年と 2010 年に分けて、図 5.3-10～11 に示した。 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 可燃ごみ 不燃ごみ 
携帯電話 10% 90% 
ノートパソコン 10% 90% 
ビデオカメラ 10% 90% 
デジタルカメラ 10% 90% 
充電式電動工具 5% 95% 
その他 Li-ion 使用製品 9% 91% 
リチウムイオン電池（単体販売） 9% 91% 
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＜フロー全体の特徴＞ 

 日本におけるコバルトフローは、リチウムイオン電池とリチウムイオン電池内蔵製品が多くの部分を占

めている。 

リチウムイオン電池の原料であるコバルトについては、大半を輸入によって賄われていることが分かる。

調達されたコバルト原料の需要の多くは、リチウムイオン電池及び、海外への輸出によって占められてい

る。 
また、国内生産されたリチウムイオン電池の大半は、ニカド電池同様、中間製品として海外に輸出され

ている。国内生産されたリチウムイオン電池内蔵製品については、主に国内で販売されている。製品使用

後は、半分近くがストック追加として退蔵されており、残りは、焼却、直接埋立、回収へほぼ均等に移行

している。 

 
＜原料段階の推定結果の考察＞ 

2002 年から 2010 年にかけて、日本における原料段階のコバルトフローは、リチウムイオン電池向けの

コバルト需要量が 3,500t から 8,000t と大きく拡大した。また、ニッケル水素電池向けのコバルト需要量

についても、480t から 950t へと拡大しており、図 5.1-2 で示した二次電池のシフト状況を反映する結果と

なった。 
また、コバルトの輸出量についても 1,600t から 4,100t と 2 倍以上に拡大する結果となっており、中国

等にある日本のリチウムイオン電池工場への需要量も増加していると思われる。近年では、世界の主要リ

チウムイオン電池メーカーであるソニーやパナソニックが、リチウムイオン電池の生産拠点を中国へ移転
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図 5.3-12 日本における 2010 年のコバルトフローの推定結果（t-Co/年） 
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する方針を示しており 24-25)、今後、コバルトの輸出量はますます増加していく見込みである。 

また、国内で生産されるコバルトは、日本で唯一のプライマリー生産者である住友金属鉱山により生産

されている。2002 年以降、生産量は増加傾向にあり、2010 年で 1,900t と国内需要の 10%前後の数量とな

っている 6)。日本では、残りの 90%前後のコバルト原料を海外からの調達に頼っているが、国内需要が大

きく高まっているにも関わらず、輸入量については大きく変化していない。 

 
＜中間製品・最終製品段階の推定結果の考察＞ 

中間製品段階以降は、リチウムイオン電池のみに着目したコバルトフローを作成した。フローの変化を

見ると、リチウムイオン電池の国内需要量、輸出量共に、大きく拡大していることが分かる。2010 年の国

内需要は 900t、輸出量は 7,900t と、輸出されるリチウムイオン電池が 9 割近くを占めている。 
また、最終製品段階では、国内で販売され

るリチウムイオン電池使用製品のコバルト量

は、2002 年から 2006 年にかけて 700t から

1,000 t へと大きく拡大しているが、2010 年

は 1,100t とあまり変化は見られなかった。 

次に、図 5.3-13 に、リチウムイオン電池内

蔵製品の国内販売量の推移を示す。全体とし

て、コバルトフローは 2002 年から 2010 年で

1.5 倍になったことがわかる。比較的大きな電

池が使われているノートパソコンの寄与が最

も大きい。この期間、ノートパソコンの需要

が拡大し、2010 年には、コバルトフローの国

内需要量の半分（1050 t-Co のうちの 570 

t-Co）を占めるに至っている。 

 
＜使用・排出段階及び、廃製品段階の推定結果の考察＞ 

 2002 年から 2010 年にかけて、使用・排出段階の構成比はそれほど変化することなく、およそ 1.5 倍近

く、日本におけるコバルトフローは拡大している。流通量に対する回収量から計算したリチウムイオン電

池の回収率は約 10%となった。回収した電池がどの製品に由来するかを図 5.3-14 に、各最終製品中の電池

が、どのような廃棄フローとなったかを図 5.3-15 に示す。販売される製品はノートパソコンが最も多くを

占めるが、回収においては、携帯電話とノートパソコンが同程度となった。これは、全体に退蔵される製

品が多いこと、特にノートパソコンはリユースされる製品が多い可能性があることがわる。今後、退蔵製

品からの回収や、リユースの実態把握が重要と考えられた。加えて、現在、タブレット端末等の需要が拡

大していることから、それに伴うパソコン需要の動向、タブレット端末に内蔵されている電池（基本、リ

チウムイオン電池と考えられる）の動向等に注目する必要があると考えられる。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
図 5.3-14 回収された電池における 

最終製品の割合 
図 5.3-15 各製品中の小形電池の廃棄後のフロー推定結果 
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5.4 5 章のまとめ 

 本研究では、主にニカド電池に使用されているカドミウム及び、リチウムイオン電池、ニッケル水素電

池に使用されているコバルトに着目して、サブスタンスフロー解析を行った結果、次のような点が明らか

になった。 

・ 2010 年におけるカドミウムフロー（全てカドミウム量に換算した数値を提示）について、まず原料段

階では、カドミウム原料の 2,500t が国内で生産され、255t が輸入により調達された。そのうち 1,800t

は国内でのニカド電池製造に用いられ、850t が輸出された。製造されたニカド電池のうち、1,600t の
ニカド電池が中間製品として輸出され、320t が国内で販売された。最終製品である、ニカド電池使用

製品の多くは国内において販売され、2010 年の国内販売量は 690t で、製品使用後に回収されたカド

ミウムは 171t であった。 

・ 2010 年におけるコバルトフロー（全てコバルト量に換算した数値を提示）については、13,000t のコ

バルトが原料として輸入され、1,900t のコバルトが国内で生産された。コバルトの国内需要のうち、

8,000t がリチウムイオン電池に使用され、4,100t のコバルトが海外へ輸出された。国内で製造された

リチウムイオン電池のうち、7,900t が海外へ輸出され、900t が国内で販売された。リチウムイオン電

池内蔵製品については 1,100t が国内で販売され、310t のコバルトが回収されたと推定した。 
・ 両フローには、国内で生産された電池の多くが、海外へ輸出されるという共通点も見られ、今後は海外

の電池の需給動向等についても、詳しく調べていく必要があると言える。 

 
ニカド電池には、有害金属であるカドミウムが含まれ、回収及び、リサイクルが望まれているが、本フ

ローから推定される回収量は 2 割程度に留まっておいる。また、カドミウムは亜鉛の副産物として生産さ

れており、今後は余剰なカドミウムを、どのように管理していくかが重要な課題となっている。 
リチウムイオン電池には、希少な金属であるコバルトが含まれているが、こちらも本フローで推定した

回収量で、1 割程度に留まっている。今後、日本における二次電池回収システムの充実により、二次電池

に含まれている有害物質の適正処理及び、資源性物質の循環利用が望まれる。 
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7 章 日本における廃電池の回収リサイクルに関する課題及び可能性 
 

7.1 はじめに 

本研究においては、小形電池に焦点を当て、その政策把握や国際比較、循環・廃棄の実態、資源・有害

金属に関する性状把握、フロー解析等を行った。その結果、電池種やメーカー・製品等により異なるが、

資源性の面からは Ni、Co やレアアース、有害性の面からは Cd、退蔵電池では Hg の存在が重要であるこ

とが明らかになった。日本において、一部の電池については、回収・リサイクルシステムが構築されてい

るものの、回収率等は高くなく、回収率向上につながる方策や制度設計が求められることもわかった。 
本章では、これまでの章の結果を用いて回収リサイクル実績及び制度の整理を行うと同時に、これまで

の章で取り上げなかった視点に関する調査事例紹介も織り交ぜ、今後の日本における廃電池の回収・リサ

イクルに向けた課題及び可能性を整理する。 
 
7.2 小形電池の回収リサイクルの実態と評価 

7.2.1 日本における取組実態 

日本における廃電池回収・リサイクル制度の概要及び実態を表 7-1 に示す。比較のため、欧州の事例も

示す。 

これによると、日本ではメーカーによる回収が行われている、つまり資源性及び有害性の面から循環・

適正処理が明らかに必要とされる小形二次電池やボタン電池については、回収率が 1 割以下にとどまって

いることがわかる。他方、一次電池については、メーカー（電池工業会）は環境影響への心配はないとし

メーカー関与の仕組みは存在しないが、一部の自治体により自主的に回収が行われており、約 3 割の回収

率となっている。このことから、一定期間（自治体が）広く呼びかけてきた成果が見て取れる。 
EU においても、旧廃電池指令（1991 年）では小形二次電池のみを回収対象としていた。しかし、回収

率が上がらず、詳細な影響評価が行われ、全種類の小形電池を回収することによる負荷削減効果が高いこ

とが示され、新しい指令に移行した経緯がある（詳細は第 2 章）。 

 

表 7-1 廃電池の回収・リサイクル制度及び実態等の概要（いずれも詳細は 2 章、3 章） 
  日本 欧州（EU） 

電池の

種類  

小形二次電池 4 種  ボタン電池  一次電池  中・大型蓄電池 自動車バッテリー 
全ての電池（小形電

池については回収時

には分別しない） 

ニカド、ニッケル水素、

リチウムイオン、小形シ

ール鉛蓄電池 

酸化銀、空

気、アルカリ

ボタン電池 

マンガン電池やアルカリ

電池  

家庭用蓄電池

（リチウムイオン

電池）など  

鉛蓄電池、リチウムイオ

ン電池など  

法律等  資源有効利用促進法  特になし 特になし 特になし 特になし （新）廃電池指令 

開始年  2001 年  2009 年  1986 年※ ― 1994 年  2008 年 

目標等 再資源化率 特になし 特になし 特になし 特になし 回収率・再資源化率

制度の

概要 

電池メーカー及び電

池機器メーカーによる

回収・リサイクル  

メーカー

（BAJ）による

自主回収・リ

サイクル（水

銀対応）  

自治体による （約 4 割

が回収リサイクル） 
自治体による 

メーカー等による自主回

収・リサイクル（SBRA へ

委託） ※リチウムイオン

電池についてはメーカー

ごとに検討中 1) 

回収・処理・リサイク

ル及び広報活動に 

おける費用は基本的

に生産者が負担 

回収率 9% 0.9% 30% ― ― 48%（ベルギー）※※

回収方

法 

協力販売店における拠点（BOX）回収 

※事業者への対応もあり（一定量まとめ

て回収） 

自治体公共施設等にお

ける拠点回収、定期ごみ

収集時の分別収集など 

― 販売店等において回収 

自治体の拠点回収・

分別収集、販売店回

収などの併用（国によ

り力点が異なる） 

※1983 年に「暮らしの手帖」の記事を契機に乾電池中の水銀が社会問題化した。1985 年に厚生省（当時）の委員会が電池処理に関する方

針、つまり 1）乾電池中の水銀含有量の低減化等の推進、2）使用済み乾電池等の広域的な回収・処理の実施、3）水銀等の排出に関するモ

ニタリングの強化を示し、それを受けて、1986 年から全国都市清掃会議における広域回収処理が始まった。その年を記載。 

※※2008 年前後でドイツ 44%、イギリス 5%など、国により異なる。スイス（非 EU）では類似制度で 71%であった。 
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7.2.2 ライフサイクルの視点からの電池リサイクルの評価 

EU においては、新指令への移行にあたり、ライフサイクルに渡る視点から評価を行い、導入に至った。

イギリスにおいても、同様の検証が行われている 2)。小形一次電池と小形二次電池を同時に回収すること

で輸送負荷を下げつつ、消費者にはわかりやすくすることで回収率を上げることができる点が一つの決め

手と考えられる。 

他にも、小形電池を対象として、多面的に負荷を検証した研究例がある。電池の LCI（ライフサイクル

インベントリ）に関するレビュー論文 3)もあるが、素材及び製品（電池）製造に焦点をあてたものであり、

製造段階を中心に考えると、鉛電池の負荷が最も低い傾向にあることが示されている。 
電池間の比較については、オーストラリアにおいて一次電池（アルカリ電池）と二次電池（NiCd とニッ

ケル水素電池）とをライフサイクルに渡る環境負荷（エネルギー使用、資源流入・排出）で比較した事例

があり、二次電池がライフサイクルで見て負荷が低いことが示されている 4)。また、アメリカにおける研

究でも、同様の結果を得ている 5)。つまり、二次電池で一次電池を代替することは、環境負荷低減効果が

あることを示している。 

使用済み電池のリサイクル効果の検証については、上記の EU 新電池指令に向けた評価以外では、スウ

ェーデンにおいて NiCd 電池を対象に、電池リサイクル（循環利用）した際のエネルギー削減効果が示さ

れている 6)。なお、ベルギーにおいて平均的な廃電池の組成に基づいて、リサイクル手法間で比較した事

例がある。この結果によると、手法間に優劣はないことが示されている 7)。 

これらの結果を総合すると、小形電池については、まず一次電池から二次電池へのシフトをできるだけ

図り、その二次電池については、一次電池ともあわせて回収し、各種リサイクル手法によりリサイクルす

ることが環境負荷低減に向けたステップであることがわかる。これも念頭に、課題や可能性について整理

する。 
 

 

7.3 課題及び可能性 

表 7-1 よりいくつかの課題が挙げられる。また、電池リサイクルが進む欧州においては、新たな課題が

浮き彫りになり、対応が検討されている。それも含め、ここでは 5 点にわけて整理し、改善・解決の方向

性について検討する。 

 

7.3.1 制度の課題 

日本では、法律においてメーカーに回収リサイクルが義務付けられているのは小形二次電池のみである。

適正リサイクルへの努力は続けられているものの、回収量・率の目標等は定められておらず、回収率は低

迷しており、実態的には自主的な回収にとどまっている。また、小形電池の種類によって回収システムが

異なることは、消費者にとって参加意識・理解・周知を妨げる一因となっていると考えられる。一次電池

の回収が一定根付いていることからも、自治体が関与した回収や周知を活かすことが重要であることが示

唆される。更に、再生可能エネルギー等の普及に伴い、家庭用蓄電池等の導入が進む中、それらへの対応

も必要となってくる。しかし、そのような新しい製品群への対応は、現状の法律や取組では対象外となっ

てしまう。従って、電池の適正な回収リサイクルシステムの実効性を高めるためには、制度面では、次の

ような点についての検討が必要と考えられる。 

・ 回収量や率の目標値を組み込んだものとする。 

・ 小形二次電池についても、広報や回収における自治体や販売店の関与を位置づける。特に小形・中型電

池は、回収システムの統合化（分別するが同じ拠点で回収するなど）や多様化（販売店や自治体におけ

る様々な回収）を図る。 

・ 廃電池全般を対象にした法律／制度を検討する。 

 

7.3.2 製品設計・表示に関する課題 

小形二次電池の回収を妨げる他の要因としては、小型電子機器等から取り外されずに捨てられる傾向が

挙げられる。一部の製品は、取り外しが難しい／危険な場合があり、製品設計に関する課題と考えられる。

また、「使用済み小型電子機器等の再資源化に関する法律」との関係も含めて、小型電子機器等への表示・
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ラベリング（取り外しの必要性・可能性、廃電池の扱いなどについて）も必要と考えられる。 

 

7.3.3 消費者意識・行動に関する課題 

消費者の小形二次電池の回収リサイクルシス

テムの認知は約 3 割にとどまっており、向上が

必須である。そのためにも、1 つ目の課題（制度）

で述べた自治体等の関与は重要である。 

なお、一次電池の使用量削減や二次電池へのシ

フトも、消費者サイドの一つの論点になり得るだ

ろう。図 7-1 に日本における小形電池の国内販売

量及び欧州の一部の国（廃電池回収団体のホーム

ページよりデータが得られたもの；ただし、電池

種は不明）におけるデータを示した。これより、

日本人の小形電池消費個数の多さ、中でも一次電池が大半を占めていることがわかる。 
一次電池の使用量と関連する視点として、使用済み一次電池にどの程度エネルギーが残存していたかを

国別に比較した調査概要を表 7-2 に、結果を図 7-2 に示す。 

 
表 7-2 使用済み一次電池に残存したエネルギーの調査概要 

 日本 台湾 英国 8) 

調査年 2013 年 2014 年 2013 年 

調査対象 回収後、自治体（中小規模の

3 自治体）にて保管された一

次電池 3,718 個 

① 回収後、処理工場に運び

込まれた一次電池 986
個 

② 回収イベントで持ち込

まれた一次電池3,868個

回収後、処理工場に運び込まれ

た一次電池 2,486 個 

計測機器 イギリス製 BatRecycle Unit を使用。4 種の電池サイズ別にエネルギー残量を 8

段階（赤：ほぼ残量なし→緑：残量多い）でチェックできる仕組みになっている。

 
台湾②については、台湾北投清掃工場の顔さんらによる調査。 
 

▼日本              ▼台湾 上：① 下：②     ▼イギリス 

 

 

 

 

 

 

 

                               

 

 

 

 

図 7-2 使用済み一次電池中 
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図 7-1 小形電池の販売量（g／人年）（2008 年）
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これによると、まず全体の傾向として、一定「まだ使える」「まだまだ使える」電池が廃棄されているこ

とがわかるが、特に日本においてはその割合が 8 割近く、イギリスの 4～5 割、台湾の 5～8 割と比べても

高いことがわかる。エネルギーが残った状態のまま次々と使用することが、一次電池の大量消費に結びつ

いている可能性が考えられ、用途や使用実態（電池交換時の残量チェックや他への利用の有無等）を明ら

かにし、二次電池への移行の可能性等を検討する必要があると考えられた。 

台湾においては、①と②で若干傾向が異なり、②の方が全体に残量が少ない結果となったが、これは、

回収イベントに参加する比較的熱心な方からの回収物である可能性等が考えられる。また、台湾について

は、電池種による差もあり、用途等との関係がある可能性が示唆された。 
これらの結果より、電池の 2R 化も改めて重要な視点として注目すべきと言えるだろう。 

 
7.3.4 コスト面の課題 

EU 等においては、メーカー等が全ての廃電池の回収・リサイクル及びその（目標を達成する）ための

広報費用を負担する仕組みになっている。日本においては、小形二次電池及び一部のボタン電池について

はメーカー等が、一次電池については自治体（回収を実施している場合）が、それぞれ費用負担して回収・

リサイクルを行っているが、1 つ目及び 3 つ目の課題でも検討した通り、小形二次電池等についても、自

治体が回収や周知に関与することが有効だろう。また、販売店等の回収協力強化（場合によっては義務化）

も重要だろう。広報や回収インフラを効果的に共有することで、社会全体では、コスト面でも効率化が可

能と考えられる。ただし、メーカー等からの相応の費用負担（増加）が必要と考えられる。 

 

7.3.5 安全面の課題 

EU 等においては、電池リサイクルが進む中、各国においてリチウム系電池の爆発事故が相次ぎ、その

対応に向けた議論が進められている。議論の場の一つとして、使用済み電池に関する国際会議（ICBR：

International Conference on Battery Recycling）がある。本会議は欧州の電池リサイクル関係者を中心と

した情報交換の場であるが、世界の電池リサイクルに関する最新動向を知る場でもある。EU においては、

新電池指令により、一定規模の電池リサイクル業界（製造者からリサイクラーまで）ができている。また、

自治体を回収に関与させる仕組みとなっているため、業界関係者だけでなく、政府や自治体の参加も見ら

れた。2012 年は、指令の回収・リサイクル率目標の達成に向けた区切りの年であることに加えて、今後の

次世代自動車や大型電池（非常用など）の電池リサイクルも視野に入ってきており（新電池指令は全ての

電池を対象にしている）、かなり活気のある会議であった。 

 特に、自動車バッテリーは一つの論点であったが、基本的に、欧州においては、既存の電池リサイクル

業界や精錬業界が、その市場を広げる形で、次世代自動車用バッテリーを受け入れていくという形になる

と考えられているようであった。 

もう一点、特筆すべき点として、リチウム系電池の爆発問題が挙げられる。小形電池についても、EU

では、全ての電池を対象に回収・リサイクルが行われているが、一つの焦点となっていたのは、「安全性」

であった。特に、一次及び二次リチウム系電池の爆発事故が、各国にておこっており、そのメカニズムや

対応についてのセッションが設けられた。ポイントとしては次のようなことが挙げられる。 
○事故は、これまでの例では、主にリサイクル施設における保管や前処理においておこりやすい（ドイツ

の発表より）。 
○原因は定かではないが、その電池の状態（ダメージを受けている）、他の電池との摩擦、温度条件等によ

って起こり得る（UK の発表より）。 
○WEEE で集められた機器から、破砕後に回収された電池等は、状態が悪く、上記ダメージを減らすため

の課題と考えられる（オーストリアの発表より）。なお、この発表をベースに、小型家電から取り外し

た電池も含めたフローを整理してみたが、1 割程度が WEEE から流れており、そのうち状態が悪いも

のも半分程度あるということになる。 

 
この課題への対応として、ドイツでは、安全な取り扱いに関する関係者への教育の徹底、電池への明記、

回収時の分別方法の検討といった対応を考えているとのことであった。日本においても、類似の事故例が
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見られることから、大規模に回収・リサイクルを進めている欧州諸国等の動向も参考に、対策の検討・議

論を行うことが急務と考えられる。 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
図● EU における取組事例（オランダの電池分別ライン） 

 
7.4 おわりに 

廃電池の適正な回収・リサイクルシステム構築に向けて、まず既存システムの実効性を高めるため、小

形二次電池等に関する回収目標値の設定や自治体や販売店の関与強化、製品設計・表示、消費者への 2R

や回収リサイクル周知などが重要と考えられた。さらに将来的には、中型・大型畜電池等も含め、全電池

への対応も念頭に、制度化を検討することが必要と考えられる。また技術面でも、リサイクル技術や安全

性の課題があり、これらは、次世代自動車や中型・大型蓄電池への対応技術の開発を含めて、情報収集及

び検討を進めねばならない。 
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分別後は特殊な難燃の緩衝材の中で保管・搬出 

自治体の回収拠点のものは異物が多いとのこと 

②ここでは、小形電池類を篩にかけ、ボタン電池等を落としてから、上

の選別ラインへ流す。 

①この前に、前分別プロセスがあり、袋入りのものを破袋したり、異物

や大型電池を取り除いたりする。 

③小形電池類をベルトコンベアで流し、3 人体制で手選別する。下

に伸びたゴムホースのようなものを通って下の容器に入る。 
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8 章 結論 

本研究では、小形電池（一次、二次、ボタン電池）を対象に、次のような研究や調査を行い、知見が得

られた。 

（1） 小形電池政策に関する基礎的なレビュー 

小形電池の回収・リサイクルに関する政策やその背景についての基本情報の収集を、主にウェブサイト

の検索等により行い、特に EU 新廃電池指令に基づく制度と日本、アメリカ、アジア数カ国における制度

を整理した。 

（2） 小形電池の循環・廃棄の実態把握 

日本における小形電池の廃棄実態を把握するために、自治体、消費者、回収物等に関する調査を行った。

その結果、本調査の対象とした 806 の自治体の中で、筒型一次電池の分別収集（リサイクルのためとは限

らないが大半がリサイクルされていると考えられる）を行っているのは 605 自治体に上り、分別収集が一

定根付いていることが伺える。しかし、自治体から消費者への情報伝達が十分とは言えないこと、回収拠

点数が多いと言えないことなどの課題も浮き彫りとなった。また、小形電池及び小形電池内蔵小型家電の

家庭内保有や廃棄に関するネットアンケート調査を行った結果、小型家電に電池を内蔵したまま廃棄され

る傾向にあること、電池回収システムや回収ボックスの認知が低いことが、小形電池の回収率を下げてい

る要因と考えられた。 
（3） 小形電池の資源ポテンシャルの把握及び国内フロー解析 

小形電池に含まれる資源・有害性金属に焦点をあて、性状分析を行うと同時に、資源ポテンシャルを把

握した。その結果、資源性・有害性の両面から配慮が必要であることが確認された。その結果やアンケー

ト結果を用いて家庭内保有されている小形電池に含まれる金属量の推定を行った結果、特に Li、Co、Ni、
Cd については、国内フローに対して相当の寄与量となる可能性があることがわかった。 

NiCd 電池に焦点を当てた Cd の国内フロー解析を行った結果、フローの多くを NiCd 電池が占めている

ものの、ここ 10 年でフロー量や需要は大幅に減少し、電池種のシフトや製造拠点の移転が原因と考えられ

た。しかし、Cd は亜鉛精錬の副産物として得られることから、今後余剰となった場合の対応が求められる

と考えられた。 

次に、Li-ion 電池に焦点を当てた Co の国内フロー解析を行った結果、フローの多くを Li-ion 電池が占

めており、販売量に対する回収率は約 10%と推定された。特に PC や携帯電話からの電池回収・リサイク

ルが重要であり、今後、タブレット端末等にも注意を要すると考えられた。 
（4） 小形電池の循環・廃棄に関する政策の国際比較 

デンマーク及びスイスについては、詳細な現地視察、各国政府や業界団体等へのヒアリング調査等を行

い、政策比較を行った。その結果、同じように生産者責任をベースとした枠組みであっても、関係者への

インセンティブの与え方や費用負担に大きな違いがあることを確認できた。さらに、日本の制度との比較

を行った結果、日本では二次電池のみが対象だがこれらの国では一次電池も含め拡大生産者責任に基づく

回収が行われていること、電池の価格に回収費用が内部化されていること、回収における自治体の役割が

大きいこと、自治体が回収に要した費用は生産者によって充当され回収インセンティブがあること等の特

徴を把握することができた。 
（5） 今後の展開に向けた課題整理 

LCA 研究レビューや実態調査、これまでの研究結果等を踏まえ、今後の展開に向けた課題を整理した。

具体的には、制度、製品設計・表示、消費者意識・行動、コスト、安全面の 5 つの視点を提示した。 

 
これらを受けた今後の取組の方向性として、廃電池の適正な回収・リサイクルシステム構築に向けて、

まず既存システムの実効性を高めるため、小形二次電池等に関する回収目標値の設定や自治体や販売店の

関与強化、製品設計・表示、消費者への 2R や回収リサイクル周知などが重要と考えられた。さらに将来

的には、中型・大型畜電池等も含め、全電池への対応も念頭に、制度化を検討することが必要と考えられ

る。また技術面でも、リサイクル技術や安全性の課題があり、これらは、次世代自動車や中型・大型蓄電

池への対応技術の開発を含めて、情報収集及び検討を進める必要があると考えられる。 

 

 



115 
 

9 章 研究発表 

≪論文発表≫ 

・ Misuzu ASARI, Shin-ichi SAKAI: Consumer perspectives on household hazardous waste 
management in Japan, Journal of Material Cycles and Waste Management, Vol.13, pp.10–24 
(2011) 

・ 浅利美鈴、丸川純、酒井伸一：廃電池の排出動態とリサイクルの現状分析、廃棄物資源循環学会誌、

Vol.22, No.6, pp.412-425（2011） 

・ 浅利美鈴、酒井伸一：小形電池の金属量推定とその廃棄行動に関する研究、廃棄物資源循環学会誌、

Vol.23, No.4, pp.268-279（2012） 

・ Asari, M., Sakai, S.: Li-ion battery recycling and cobalt flow analysis in Japan, Resources, 
Conservation & Recycling, Online first (2013) 

・ 田崎智宏, 浅利美鈴：欧州における使用済み小形電池の回収・リサイクル制度の調査と国内制度への示

唆～デンマーク、スイスの制度を対象に～，廃棄物資源循環学会論文誌, 第 24 巻第 6 号、p.113-124

（2013） 
 

≪学会等発表≫ 

・ Misuzu ASARI, Shin-ichi SAKAI: Battery recycling and flow analysis of NiCd and Li-ion batteries 
in Japan, The 7th International Conference on Waste Management and Technology (2012) 

・ Misuzu ASARI: Battery recycling and flow analysis of them in Japan, 17th International Congress 
for Battery Recycling 2012 (2012) 

・ 浅利美鈴、酒井伸一：ニカド電池（Cd）及びリチウムイオン電池（Co）のフロー解析、第 23 回廃棄

物資源循環学会研究発表会講演論文集（2012） 

・ 桜井健太、平井康宏、浅利美鈴、酒井伸一：循環指標に関するアンケート調査の手法間結果比較と傾向

スコア法を用いた補正のための共変量の探索、第 23 回廃棄物資源循環学会研究発表会講演論文集

（2012） 
・ 浅利美鈴、田崎智宏、酒井伸一：日本における廃電池の回収リサイクルに関する課題及び可能性、第

24 回廃棄物資源循環学会研究発表会講演論文集（2013） 
 

≪知的財産権の取得状況≫ 

特になし 
 



116 
 

電池の循環・廃棄システム構築に向けた環境負荷解析及び政策比較研究（3K113012） 

◆背景 
電池は、家庭や産業などで幅広く用いられる製品であり、

その用途に応じて、様々な種類が存在する。中には、有害

性や資源性を有する物質（Pb、Hg、Cd、Co など）を含

むものがあり、特に家庭系有害廃棄物の典型例として、過

去よりその廃棄プロセスにおける環境影響が研究対象と

なってきた。しかし、日本国内においては、電池の回収・

リサイクル率が低いだけでなく、回収・リサイクルの実態

が十分に把握されておらず、また使い捨て製品の評価や管

理政策に関する議論も十分とは言えない状況である。なお、

EU においては全電池を対象とした指令がある（右図）。 
◆研究概要 

本研究では、大きくわけて、次の 5 つの研究や調査を行い、知見が得られた。 

（1）小形電池の回収・リサイクル政策やその背景について、欧米、日本、アジア数カ国の情報を整理した。 

（2）小形電池及び小形電池内蔵小型家電に関する実態調査を行った結果、小型家電に電池を内蔵したまま

廃棄される傾向にあること、電池回収システムや回収ボックスの認知が低いこと（情報発信や受け皿

整備が十分といえないこと）が、小形電池の回収率を下げている要因と考えられた。 

（3）家庭内保有されている小形電池に含まれる金属量の推定を行った結果、特に Li、Co、Ni、Cd につい

ては、国内フローに対して相当の寄与量となる可能性があることがわかった。また Cd の国内フロー解

析より NiCd 電池が主たる製品であるが、近年需要が減少しており、今後余剰 Cd の問題が出てくるで

あろうことが明らかになった。また、Li-ion 電池に焦点を当てた Co の国内フロー解析より、フローの

多くを Li-ion 電池が占めており、販売量に対する回収率は約 10%と推定された。特に PC や携帯電話

からの電池回収・リサイクルが重要であり、今後、タブレット端末等にも注意を要すると考えられた。 

（4）デンマーク及びスイスについて、詳細な政策比較を行った結果、同じように生産者責任をベースとし

た枠組みであっても、関係者へのインセンティブの与え方や費用負担に大きな違いがあることを確認

できた。また、日本における要点（自治体関与、多様な回収方法等 7 点）も明らかにした。 

（5）今後の展開に向けた課題を提示した。 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
これらを総合的に見ると、小形電池は、資源性及び有害性の観点から、回収・リサイクルの促進が望ま

しいことが確認され、回収促進のためには、既存制度の範囲内では、小型家電製品からの取り外しに関す

る方針を明らかにして周知を図ることや、回収の受け皿（回収ボックス）等の充実・PR を図ることが重要

と考えられた。他方、安全性の課題もあり、特にリチウム系電池の爆発問題については、国際的な対策動

向やメーカー等との議論を含め、管理の在り方を議論・検討することが急務と考えられる。 

また、既存制度の見直しという点では、現在の回収リサイクル制度対象電池の見直し（小形二次電池の

みから、全ての電池を対象に回収するシステムへの移行）や家庭用蓄電池等を含む中型電池等の回収・リ

サイクルシステムの立ち上げ等について検討・議論の余地があると考えられた。 

電池政策の例（EU 電池指令の特徴） 

（1）小形電池政策（基本事項）
○EUにおいては、全電池を対象に回収リサイクル
○日本では、小形二次電池のみ法制度下で回収リサイクル

（2）小形電池及び小形電池内蔵小型家電の
廃棄実態等に関する調査

○自治体等における対応実態、排出電池の実態等
○小形電池や家電の保有状況、廃棄行動等

○小形電池の回収率を下げている要因
・小型家電に電池を内蔵したまま廃棄される
・電池回収や回収ボックスの認知が低い（情報、受け皿不足）

（3‐1）家庭内保有されている小形電池に含まれ
る金属量の推定

特にLi、Co、Ni、Cdについては、
国内フローに対して相当の寄与量

（3‐2） 電池に焦点を当てたCd＆Coフロー

○NiCd電池、Li-ion電池が主要製品

【Co】○販売量に対する回収率は約10%
○PCやタブレット端末、新製品に要注意

（4） 国際政策比較（特にスイス・デンマーク）、（5）現在の論点整理

○制度、製品設計、消費者意識、コスト等 ○新製品対応・協調
（中型蓄電池、自動車用） ○リチウム系電池の爆発問題

【Cd】○減少傾向で、今後余剰Cdが課題に

○電池2R化
（脱使い捨て）
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・ Abstract 
Batteries are broadly used in homes and industry, and various kinds exist according to the use. 

Some kinds of battery contain toxic or precious substances (lead, mercury, cadmium, cobalt, etc.) and 

the environmental impact in the disposal process has been researched over the past years, especially, 
as a typical example of household hazardous wastes. However, in Japan, the rate of collection and 

recycling is low and the discussion about management policy of them isn’t enough. Therefore, the aim 
of this research is to get knowledge for developing the policy and management system of small 

batteries in Japan. We conducted flow analysis of major batteries and substances (NiCd battery and 
lithium ion battery), review of lifecycle assessment focusing on recycling and total product 

management system, international comparison between some countries (Japan, Switzerland, 
Denmark, Germany, Taiwan, etc.). 

 
(1) Comparison of the policy and the studies on small batteries 

With respect to policy on collection and recycling of small batteries, the system is established and it 
is possible to obtain the actual data about collection in Europe. However, in the United States and the 

Asian countries, the subject of battery is limited and related data is not collected (published) actually. 
All the small batteries are the subject to collection and the target of the collection rate and others are 

set characteristically in Europe. The collection rate varies greatly depending on the number of years 
which have challenged them for and the system in European countries. The collection rate in 

Switzerland is the highest. In Japan, the kinds of battery to collect are limited, and governmental 
response is opaque about the product whose demand is expected to increase (medium-sized batteries 

and others). And the collection rate in Japan is never higher than in European countries. Therefore 
enhancement of the system is considered important. In addition, the producer and governmental 

response to the risk of batteries (explosion of lithium-based battery as the latest problem) is also 
considered important. 

 
(2) Domestic flow analysis of small batteries 

We conducted domestic flow analysis of cadmium in the NiCd battery and cobalt in lithium ion 
battery, both of which are representative of small batteries, using mainly statistics data and industry 

publication published by some industry organizations. In addition, we included the product which had 
these batteries built-in as the subject of the evaluation.  

The result shows that batteries are the main products account for most of domestic material flows of 
both cadmium and cobalt, and significant product for thinking about the way of these materials 

management. It is also cleared that collection and recycling of both materials are not enough.  
As for cadmium, the domestic demand is decreasing and the way of future resource management is 
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questioned. On the other hand, as for cobalt, resources security by collection and recycle is important. 

As just mentioned, the directions of management of both substances are different. Cadmium is 
produced as a by-product of zinc smelting in Japan and the deficit is imported. For these ten years, the 

amount of import of cadmium greatly has decreased from 2,500t to 260t, whereas the domestic 
production has been roughly flat. These reasons are that the domestic production of NiCd batteries has 

decreased sharply and several domestic NiCd battery factories moved to China.  
As cadmium is produced as a by-product of the domestic zinc smelting, the production of cadmium 

will increase as far as the production of zinc continues. (Cadmium from zinc production alone is 
approximately 2,500t a year.) The domestic production of zinc is remaining at the same level, and the 

demand of cadmium is decreasing sharply in Japan, and the tendency is expected to continue. 
Therefore, the surplus cadmium is expected to increase in the future. 

On the other hand, as for cobalt of the production containing lithium-ion battery, notebook computer 
whose battery is heavy relatively in weight makes the largest contribution, and followed by others, a 

cell-phone, a video camera for a lithium ion battery incorporation product. Around half of the 
production after use was supposed to be put in dead storage incrementally, which suggests a need for 

the appropriate collection. Additionally, cobalt density varies among makers and products, the 
evaluation of resource performance and recycle value is difficult. Therefore, development of stable 

circulation use system is a big issue.  
 

(3) Verification of the subject of batteries from the viewpoint of life cycle 
Especially in Europe, LCA is highly developed as an evaluation technique of a battery. The 

evaluation shows that the environmental impact of a rechargeable battery is lower than a primary 
battery, and that both a primary battery and a rechargeable battery are desirable to be recycled. There 

is much amount of the primary battery used in Japan compared with foreign countries, that is, 
throwing away of a battery has permeated. Then, the energy residual quantity of the thrown-away 

primary battery was investigated. As a result, it turned out that there is clearly much energy residual 
quantity compared with U.K. or Taiwan, and that an improvement of usage and the shift to a 

rechargeable battery, the promotion of “2R (reduce & reuse)” of a battery, are required.  
 

(4) International comparison of the policy of circulation and disposal of small batteries 
Especially in Denmark and Switzerland, as foundations of the recycling system, three kinds of flow - 

material flow, money flow, and information flow - (How and how much flows between involved bodies?) 
was described, and the features were summarized. As a result, we confirmed that even if each country 

has the similar framework based on producer responsibility, there is a big difference in the way to give 
the incentive to persons involved and the burden of expense. Furthermore, comparing the system of 

the two countries with that of Japan, the following results were obtained;  
1) Although only the rechargeable battery was an object in Japan, all the batteries also including a 

primary battery are collected based on an expanded producer responsibility in these countries,.  
2) Expense for collection of the battery is contained in the price.  

3) The role to be played by local government in collection of waste is large.  
4) Producers pay the expense which local governments use for collection of waste, and there is an 

incentive of collection. 
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